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要旨 

本論文では、広域防災放送システム（防災行政用無線同報系）の音響設計

やその設計指針を検討するための聴感実験を行う手法として、コンピュータ

シミュレーションによって計算した音場を実験室内に 3次元的に再現する可

聴型シミュレーションシステムを考案し、その有効性を検討している。 

日本では、屋外にいる人々に音響情報を伝えるための伝達手段として、広

域防災放送システムの整備が進められており、地域内の複数個所に設置され

たスピーカシステムから災害の発生やその後の避難誘導を伝えるアナウンス

が一斉に放送されている。しかし、複数のスピーカシステムからの直接音や近

隣の建物からの反射音は、長い遅れ時間を持ったマルチパスエコーとなり、そ

れによって放送されたアナウンスの明瞭性が低下しがちである。この放送シス

テムのアナウンス信号は、無線通信を利用することによって各スピーカシス

テムへ伝送されているために、その設計は無線通信システムの一部として取

り扱われ、アナウンスがスピーカシステムから放送される部分については、

音響的な設計指針の検討が不十分である。このような放送システムの音響設

計を考える場合、適切な音響情報信号の作成、スピーカシステムの最適設計

（配置計画、指向性制御等）、屋外音響伝搬（インパルス応答）の把握、音響

情報の伝達特性の聴感評価などの多くの要素を組み合わせた設計手法を研

究・開発する必要がある。また、この種のシステムの効果を検討する場合、

実際に現場で行う聴感実験も有効であるが、その実施には諸々の条件によっ

て大きな困難が伴う。そこで、実験室内に音場をシミュレートし、実験条件

を自由に変化させながら不特定多数の被験者を対象に聴感実験を行う手法が

有効であると考えられる。その場合、広域防災放送の明瞭性の低下を引き起

こすマルチパスエコーは、いろいろな方向から到来することが大きな問題で

あり、これを含めて検討するためには、音の 3次元的な空間情報も再現でき

る手法を用いる必要がある。その点で、本論文で提案する 3次元の可聴型シ

ミュレーションシステムは、広域防災放送システムの音響設計並びに検討に

有効であり、これを用いて様々な音場条件について聴感実験を行うことによ



って、将来、音響的な視点から広域防災放送システムの設計指針を確立する

ことも可能であると考えられる。 

本論文は以下の 6つの章で構成されている。 

第 1章では、広域防災放送システムの概要と可聴型シミュレーションシス

テムの必要性を述べている。 

第 2章では、広域防災放送システムに関する既発表の論文の中から、本論

文と関連性のある研究を紹介している。 

第 3章では、屋外音響伝搬の把握手法に関する概要とその基礎的な検討の

詳細を述べている。本研究では、屋外音響伝搬を把握するコンピュータシミ

ュレーションとして、音響伝搬計算法の中でも最も単純な幾何音響シミュレ

ーションに基づく虚像法を適用している。まずこの幾何音響シミュレーショ

ンによる計算方法をまとめている。本研究は、可聴型シミュレーションシス

テムの有効性を検討することが目的であるため、幾何音響シミュレーション

による計算では、均質な音場を仮定し、単純な条件をモデル化している。つ

ぎにそのシミュレーションの精度を調査するために応用した現場測定法

（Swept-Sine法とクロススペクトル法）をまとめている。さらに幾何音響シ

ミュレーションの利用可能性を基礎的に検討するために、比較的穏やかな気

象条件下において広域防災放送システムの音響伝搬の現場測定を行い、その

測定結果と幾何音響シミュレーションによる計算結果を比較している。その

結果から、本手法が広域防災放送システムの音響伝搬予測に対して有効であ

ることを述べている。今後の課題としては、幾何音響シミュレーションの手

法をさらに高度化し、気象の条件、地表面効果、回折効果、拡散効果などを

詳細に反映できる手法の開発の必要性を述べている。 

第 4章では、音場を実験室内に 3次元的に再現する音場再現手法の概要と

幾何音響シミュレーションと音場再現手法を組み合わせる方法、組み合わせ

た可聴型シミュレーションシステムを適用した検討の詳細を述べている。本

研究では音場再現手法として、マルチチャンネル手法の中でも比較的簡便な

6 チャンネル収音・再生手法を適用している。まずこの手法について、既往

の研究成果に基づいてその精度と原理をまとめている。この手法の再生シス



テムを利用するためには、幾何音響シミュレーションの計算結果に基づいて

6 チャンネルの音圧信号を合成する必要がある。その方法としては、幾何音

響シミュレーションによって得られた各パルス（スピーカシステムからの直

接音や優勢な反射音）の入射方向情報を基に 6チャンネルマイクロホンのカ

ーディオイド型単一指向特性の指向係数を計算し、その係数を無指向性収音

の音圧に重みづけることによって 6方向に振り分ける新たな方法を適用して

いる。つぎにこの手法を実際に適用して、広域防災放送システムが整備され

ている地域における 6チャンネル収音システムを用いた現場測定の結果と幾

何音響シミュレーションによる計算結果との対応を調べ、両者がかなりよく

一致することを確かめている。さらに、本学の音響実験スタジオ内に設置さ

れている 6 チャンネル再生システムを用いて単独反射音の音像定位実験、6

チャンネル収音システムを通して実際に録音したアナウンスとシミュレーシ

ョンで合成したアナウンスの聞き取りにくさに関する比較実験を行い、この

手法の有効性を示している。 

第 5章では、広域防災放送システム設計の上での本可聴型シミュレーショ

ンシステムの有効性を調べるために、スピーカシステムを構成するホーン型

スピーカの数とその向きを考慮することによってアナウンスの聞き取りにく

さが改善できる可能性に着目したケーススタディの結果を述べている。 

第 6章では、本論文の総括と今後の展望をまとめている。 



Summary 

In this paper, a 3-dimensional sound field simulation method (3D simulation 

method) combining the computer modeling and multi-channel auralization 

technique is proposed as the method to conduct the acoustic design and the auditory 

experiment of the municipal public address (M.P.A.) systems. 

In Japan, M.P.A. systems are widely used to transmit verbal information to 

communities. In these systems, announcements such as those for disaster prevention 

and evacuation are broadcasted simultaneously from loudspeaker systems located at 

multiple points in a certain area. Speech intelligibility of M.P.A. announcements, 

however, tends to be deteriorated by multi-path echoes with long time delay owing to 

reflections from nearby buildings and the sounds from loudspeaker systems covering 

other subareas. To improve such problems, it is necessary to develop acoustic design 

method by combining speech synthesis, electro-acoustics (directional characteristic of 

loudspeaker systems and their positioning in the covering area), computer modeling and 

auditory assessment. In the auditory assessment, 3-dimensional information of sounds 

should be realized since the extent of deterioration of speech intelligibility by discrete 

multi-path echoes might depend not only on the magnitude and delay time but also on 

the arriving directions of respective echoes. On this point, the 3D simulation method 

proposed in this paper will be effective for the acoustic design of the M.P.A. 

systems. In addition, the guideline for the acoustic design of M.P.A. systems could 

be obtained by performing the auditory experiments using this method. 

 

This paper is composed of six sections as follows. 

In Section 1, summary of M.P.A. system and the necessity of the 3D simulation 

method are mentioned.  

In Section 2, previous studies related to this paper are introduced. 

In Section 3, a basic study on the prediction of outdoor sound propagation using 

computer modeling is described. As the computer modeling, image-source method 

based on the geometrical acoustics is applied in this study. In the prediction by the 



computer modeling, impulse response is calculated by modeling very simple 

condition because the purpose of this study is to investigate the effectiveness on the 

3D simulation method. To see the applicability of the computer modeling, two kinds 

of measurement methods, Swept-Sine method and Cross-spectrum method, are 

applied. In this investigation, measurements of the sound propagation from M.P.A. 

system were performed under relatively calm weather condition and the 

measurement results and the calculation results were compared. As a result, relative 

magnitude and arriving time of the direct sounds from the loudspeaker systems and 

the dominant reflections were in fairy good agreement. Through these results, it has 

been concluded that the computer modeling applied in this study is effective to predict 

sound propagation from M.P.A. system.  

In Section 4, a study on the 3D simulation method combining the computer 

modeling mentioned above and the multi-channel auralization technique are stated. 

As the multi-channel auralization technique, the 6-channel recording/reproduction 

method was applied in this study. To use this reproduction method, it is necessary to 

synthesize the 6-channel signals based on the data calculated by the computer 

modeling. For this aim, the weighting functions for the 6-channel microphones with 

the cardioid directional characteristic were calculated based on the incidence 

directions of the each pulse (direct sounds from the loudspeaker systems and 

dominant reflections) obtained by the computer modeling. Thus, the 6-channel 

impulse responses were obtained. By convolving these impulse responses with a dry 

source (M.P.A. announcement), the 6-channel signals were synthesized. By applied 

this method, the measurement results obtained by the 6-channel recording system 

for actual M.P.A. system and the calculation results by the computer modeling were 

compared. As a result, those results were in considerably good agreement. 

Furthermore, by using the 6-channel reproduction system constructed in an 

anechoic room of Chiba Institute of Technology, auditory experiment on the 

direction judgment of a discrete sound following a direct sound and hearing test on 

the M.P.A. announcements recorded through the 6-channel recording system and 



those synthesized by the computer modeling were performed. Through these 

experiments, the effectiveness of the method proposed in this paper has been 

confirmed. 

In Section 5, an application of the 3D simulation method to a case study of the 

acoustic design in the actual M.P.A. system is described. In this case study, 

possibility of improving speech intelligibility by considering the number and the 

direction of the horn-type loudspeakers which constitute each loudspeaker system 

was investigated. 

In Section 6, the conclusions of this paper and the matters to be investigated in 

the future are described. 
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1 序論 

1.1 本研究の背景・目的 

広域防災放送システムの概要 

不特定多数の人々が行き交う屋外空間では、地震、台風、豪雨や津波など

の自然災害の際に、市町村防災行政無線同報系（以下、広域防災放送システ

ムという）を通して災害の発生規模、位置、状況やその後の避難誘導などが

放送されており、それらの音響情報が的確に伝わる必要がある。近年の日本

では、異常気象による都市災害の危険性が一層高まっており、それらの音響

情報による安全性の確保がきわめて重要な課題となってきている。最近では、

2011 年 3 月に東北および関東地方を中心とした東日本大震災が発生し、その

折にも、この種の拡声放送システムの重要性が改めて認識された。 

広域防災放送システムは、昭和 39 年に発生した新潟地震、昭和 43 年に発

生した十勝沖地震を契機に、震災時における非常通信手段として全国的に整

備が開始され、全市町村中の 76.3％（平成 25 年 3 月調査結果）の地域におけ

る整備が完工している[1]。この種のシステムの整備は、災害対策基本法や防

災基本計画などに従って各市町村が個別に計画・推進しており、その計画に

基づいてスピーカシステムの開設を行っている[2]。 

  

図 1.1-1 広域防災放送システムのスピーカシステム 
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スピーカシステムの開設方法 

スピーカシステムの開設は、一般的に以下の図 1.1-2 に示すフローチャー

トに従って取り組まれている。広域防災放送システムのスピーカシステムか

ら放送される音響情報信号は、無線通信を利用することによって各スピーカ

システムへ伝送されているために、その設計は無線通信システムの一部とし

て取り扱われている。無線通信技術者による取り組みとしては（フローチャ

ートの赤字）、まず、机上検討によってスピーカシステムを開設する位置とス

ピーカの向きなどを検討し、その開設予定位置へ無線電波を送信できる可能

性を現地調査によって調べている。つぎに、無線通信に利用する周波数帯域

を電波法に従って決定し、実際にスピーカシステムの工事を実施する。竣工

後は、通信感度調査を行うことによって放送システムを評価している。この

スピーカシステムの開設までの流れの中で、地域住民がどのように聞いてい

るかなどの音響的な検討や調査としては（フローチャートの青字）、一般的に

開設予定位置周辺の暗騒音レベル測定と試験放送の伝達レベル測定（暗騒音

レベルに対して何 dB 増加したか）などを行っている[3, 4]。このように、広

域防災放送システムにおけるスピーカシステムの設計や調査は、電波の通信

が届くか否かを目的として進められ、音響情報がスピーカシステムから拡声

される部分については、音響的な設計指針の検討が不十分となっているのが

現状である。 

 机上検討
 電波伝搬調査
（実地調査）

 実踏調査
 無線従事者育成
 機器システム構成

etc...

構想検討
基本設計

 計画書作成
 機器購入仕様書作成
 総合通信局決定
 電波周波数決定

etc…

実施設計
免許申請手続き

 設置工事
 竣工調査
（通信感度・伝達レベル）

 運用トレーニング
etc…

工事実施 開 局

赤字：無線通信に関する取り組み 青字：音響的な取り組み
 

図 1.1-2 スピーカシステムの開設までの流れ 
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広域防災放送システムの現状 

整備された広域防災放送システムの一般的な形態としては、複数台のホー

ン型スピーカによって構成されたスピーカシステム（最近では、ホーンアレ

イスピーカシステムを採用する地域もある[3]）を地域内の複数箇所に配置し

（図 1.1-1 参照）、数 km のグループごとに、あるいはすべてのスピーカシス

テムから一斉に音響情報を放送している。各スピーカシステムの間隔として

は、一般的に 300m～500mとされているが[3, 4]、実際のスピーカシステムは、

行政が管理する学校や公園などの土地の一部に開設される場合が多く、各地

域でまちまちとなっている。スピーカシステム間隔の例として、図 1.1-3 に

習志野市に開設されたすべてのスピーカシステムの位置を示す。図中の 1 グ

リッドは 500m であるが、一つの市を取り上げて見ても、スピーカシステム

の間隔は統一されていない。 

このような放送形態をとる場合、拡声された音響情報は、受聴者のもとへ

到来するまでの間に様々な音響的要因を受け、それによって明瞭性が低下し

がちとなる。 

0 5k
meters

一つのスピーカシステム

 

図 1.1-3 開設されたスピーカシステムの配置例（習志野市）  
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音響情報の明瞭性低下の要因 

音響情報
マルチチャンネル
スピーカシステム
からの拡声

屋外音響伝搬
音響情報
の受聴

 周波数特性
 干渉効果
 信号の歪
 Giant voice

 直接音の重畳による
エコー

etc…

 距離減衰
 空気の音響吸収
 気象の影響
 地形・地表面効果
 音の散乱
 近隣の建物からの
反射によるエコー

 壁面特性
 回折効果

etc…

 BGNマスキング
 House filter

 天候条件
etc…

 

図 1.1-4 音響情報の明瞭性を低下させる要因 

音響情報の明瞭性低下の要因としては、図 1.1-4 のダイアグラムに示すよ

うに① マルチチャンネルスピーカシステムからの拡声、② 屋外音響伝搬、

③ 音響情報の受聴の 3 つのプロセスに分けて考えられる。 

① マルチチャンネルスピーカシステムからの拡声 

無線通信を利用して音響情報を拡声する広域防災放送システムでは、シス

テムに対して音源信号を入力する時、信号の伝送時、あるいは信号がスピー

カシステムから屋外へ拡声される時にいくつかの明瞭性低下の影響を受けて

いると考えられる。栗栖らは、予め用意されている音源信号ファイルの波形

が歪み、加えてスピーカシステムに伝送された音源信号のサンプリング周波

数がいわゆる電話帯域（300~3.4k Hz）までしか確保されていないために、拡

声された音響情報の音質が低下しがちであるといった調査内容を報告してい

る[5]。また、現在のシステムではスピーカシステムの間隔をできる限り広げ、

その一つ一つから大音量の音響情報を放送しているために、スピーカシステ

ムの近隣の住民に対しては、騒音源となる giant voice も問題とされている。

これらの要因に加え、図 1.1-5 に示すとおり、複数箇所のスピーカシステム

から一斉に音響情報を放送するために、各スピーカシステムからの直接音が

受音点までの距離に応じた長い遅れ時間を持って重畳するマルチパスエコー

の問題もある。 
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② 屋外音響伝搬 

各スピーカシステムから拡声された音は、屋外音場を伝搬する過程におい

て物理的な種々の要素の影響を受け、それによって絶対的な音のエネルギが

減少する。まず、この放送システムのスピーカシステムを点音源と仮定する

と、拡声された音は音源を中心として球状に広がり、音源からの距離が遠く

なるにつれ、音のエネルギが減衰する（距離減衰）。また、拡声された音は空

気中を伝搬するため、音のエネルギは粒子運動に起因して高音域、長距離伝

搬であるほど更に減衰する（空気の音響吸収減衰）。拡声された音の伝搬経路

に建物がある場合、その音は建物の壁面が持つ吸音と拡散の性能に応じて反

射し、図 1.1-5 に示したように、スピーカシステム、建物、受音点の位置を

結ぶ距離に応じたマルチパスエコーが発生する。建物による効果は、この他

にも音を遮蔽する効果とそれに伴う回折効果がある。 

屋外音場は、場所や時間、季節によって風速、風向、温度、相対湿度など

の分布が変動する。また野外の地表面は、田園、海、アスファルトなどと場

所によってまちまちで、これらの面はそれぞれ異なった吸音性能を持つ。こ

の気象や地形の影響を受け、拡声された音はさらに複雑に伝搬する。 

Sound intensity vector

Listener
Building

Loudspeaker
system

Loudspeaker
system

Building

Echo-diagram

Multi-path

With long-time delay Various 

arriving directions

Time

Energy

Energy

 

図 1.1-5 複数のスピーカシステムからの直接音や近隣の建物からの反射

音に起因する長い遅れ時間を持ったマルチパスエコー 
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③ 音響情報の受聴 

上述の二つのプロセスを経て受音点へ到来した音響情報は、受聴する際の

周辺環境の条件によって更なる明瞭性低下の影響を受けると考えられる。受

聴する環境には、多かれ少なかれその場の暗騒音（背景騒音）が存在する。

例えば、乗用車、鉄道、航空機などの音源から発せられる交通騒音、室外機

などの機械騒音、工事騒音、雨、風、雷、波などの自然発生する環境音など

が挙げられる。このような暗騒音は、音響情報を受聴する際に同時に知覚さ

れるため、対象となる音響情報を妨害するマスキング効果を持つ。また、実

際に災害が発生した場合には、地鳴り、家屋などの倒壊音、津波や土砂が押

し寄せる音などによっても音響情報の明瞭性が低下する可能性も高い。 

広域防災放送システムの音響設計 

このような問題を改善するための広域防災放送システムの音響設計を考え

る場合、図 1.1-6 のフローチャートに示すように、多くの要素を組み合わせ

た設計手法を用いることが有効である[6]。この設計手法の特徴を以下にまと

める。 

Impulse

Loudspeaker system

Outdoor sound field

(Propagation system)

Impulse response

Convolution

Hearing test

(Subjective assessment)

Design completion

Physical parameters

Background noise

Monaural

Binaural

Multi-channel(6-channel)

Monaural reproduction

Binaural reproduction

Multi-ch. reproduction

(6-ch. reproduction)

Feedback

Feedback

Numerical simulation

Directivity

Frequency characteristic

Position

Sound sources

Speech sig. (TTS)

Sign sig. (design)

①

②

③

④

Field measurement

⑤

⑤

 

図 1.1-6 広域防災放送システムの音響設計手法 
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① 適切な音響情報信号の作成 

放送されるアナウンスに関しては、言語の決定、了解性や新密度の高い単

語の選択、音響伝搬特性に応じた適切な話速やポーズの設定が重要である。

最近では TTS（text to speech）と呼ばれる音声合成技術の進歩が著しく、今

後、その技術を放送システムに応用することによって放送の自動化を図るべ

きである。サイン音に関しては、注意喚起、心象性などを考慮して波形や周

波数特性を検討する必要がある。 

② スピーカシステムの最適設計 

ここでは、上述した明瞭性低下の要因におけるマルチチャンネルスピーカ

システムからの拡声のプロセスについて、聴取空間における音圧レベルの均

一性、明瞭性を確保するためのスピーカシステムの指向性、周波数特性の考

慮、配置計画などが重要となる。特殊な条件として、受聴エリアを限定する

必要がある場合もある。 

③ 屋外音響伝搬の把握 

ここでは、明瞭性低下の要因における屋外音響伝搬のプロセスについて、

スピーカシステムから放送された音響情報信号が屋外音場を伝搬する過程で、

有害なマルチパスエコーなどの影響をどの程度受けそうか、コンピュータシ

ミュレーションや現場測定法などを用いて、インパルス応答形式の屋外音響

伝搬特性を把握する必要がある。 

④ 音響情報の伝達特性の聴感評価 

ここでは、上述の 3 つの設計要素の総合的な評価を行うとともに、明瞭性

低下の要因における音響情報の受聴のプロセスについて、暗騒音によるマス

キング効果を検討することが重要である。また、この種の放送システムの効

果を検討する場合、実際に現場で行う聴感実験も有効であるが、上述したと

おり、屋外音場は時々刻々と気象条件が変化し、場所によっては長距離の移

動が必要となるため、実験の実施には大きな困難が伴う。そのため、実験室

内に音場をシミュレートし、実験条件を自由に変化させながら不特定多数の

被験者を対象に聴感実験を行う手法が有効であると考えられる。その場合、

上述したマルチパスエコーは、いろいろな方向から到来することが大きな問
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題で、これを含めて検討するためには、音の 3 次元的な空間情報を再現する

必要がある。 

⑤ フィードバックプロセス 

聴感実験の結果、音響的欠陥が見出された場合には、その内容を各音響設

計の要素にフィードバックし、再検討することが有効である。ただし屋外音

場では、室内音響設計で行われているような空間における吸音性能の向上が

図れないため、①適切な音響情報信号の作成、②スピーカシステムの最適設

計の設計要素へフィードバックする。 

 

本研究の目的（可聴型シミュレーションシステムの開発） 

上述の音響設計手法を考えると、広域防災放送システムのスピーカシステ

ムを音源としたインパルス応答を把握し、そのインパルス応答を基に合成し

たアナウンスを音の 3 次元的な空間情報も含めて実験室内に再現するツール

があれば、すべての設計要素（①～④）における効果は、実際に耳で聞いて

確認しながら検討することができる。このようなツールを使用し、様々な音

場条件について聴感実験を行うことによって、将来、音響的な視点から広域

防災放送システムの設計指針を確立することも可能であると考えられる。 

本論文では、広域防災放送システムの音響設計やその設計指針を検討する

ための聴感実験を行う手法として、コンピュータシミュレーションによって

計算した音場を実験室内に 3 次元的に再現する可聴型シミュレーションシス

テムを考案し、その有効性を検討した。具体的には、コンピュータシミュレ

ーションとしては、音響伝搬計算法の中でも最も単純な幾何音響シミュレー

ションの虚像法、音場を実験室内に 3 次元的に再現する音場再現手法として

は、マルチチャンネル手法の中で比較的簡便な 6 チャンネル収音・再生手法

を適用し、それらを新たな方法によって組み合わせた。なお本研究では、可

聴型シミュレーションシステムの有効性を検討することが目的であるため、

幾何音響シミュレーションによる計算では、均質な音場を仮定し、単純な条

件をモデル化した。 
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可聴型シミュレーションシステムの必要性 

この可聴型シミュレーションシステムは、広域防災放送システムの音響設

計や聴感実験を行う目的以外にも、図 1.1-7 に示すように、いくつかの用途

に対して利用できると考えられる。 

この可聴型シミュレーションシステムを使用し、既存の広域防災放送シス

テムの屋外音響伝搬を検討することによって、音響情報の明瞭性が著しく低

下するような受聴エリアを探索することができる。各市町村では、地震や津

波被害などを想定したハザードマップを作成し、避難区域を明確化している。

これと同様に、広域防災放送システムの音響情報が著しく低下する地域を避

難区域、あるいは災害時にいち早く情報伝達・収集を行わなければならない

区域と特定することによって、市の職員による迅速な情報伝達活動や住民の

速やかな避難行動に繋がると考えられる。 

放送するアナウンス信号に関しても実際に耳で聞きながら、適切な話速や

ポーズ長を決定することができる。上述したとおり、このようなアナウンス

信号は TTS の技術を利用すべきであるが、マニュアルによって放送しなけれ

ばならない場合には、アナウンサの話し方訓練ツールとしても利用すること

ができる。 

現在、広域防災放送システムの音響的な設計指針だけでなく、スピーカシ

ステムの配置計画に関する設計ガイドラインも確立されていない。この可聴

型シミュレーションシステムを用いて各地域における音響設計を行い、その

スピーカシステムの配置方法を設計資料としてまとめることができると考え

られる。 

これらの種々の検討を聴感実験を通して行い、様々な音場条件における音

響情報の明瞭性の評価結果を蓄積し、その結果をなんらかの音響物理量で整

理することによって、将来的に音響的な設計指針を確立することが可能であ

ると考えられる。 
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ハザードマップの作成

可聴型シミュレーションシステム

明瞭性低下位置の探索

音響情報信号の研究

地域別スピーカシステム
配置の検討

音響設計指標の確立

アナウンサの訓練ツール

理想的なスピーカシステム
の探究

 

図 1.1-7 可聴化シミュレーションシステムの必要性 
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1.2 本論文の構成 

本論文の構成フローチャートを図 1.2-1 に示す。 

本論文は以下の 6 つの章で構成されている。 

第 1 章では、広域防災放送システムの概要と可聴型シミュレーションシス

テムの必要性、本論文の構成を述べている。 

第 2 章では、広域防災放送システムに関する既発表の論文の中から、本論

文と関連性のある研究を紹介している。 

第 3 章では、屋外音響伝搬の把握手法に関する概要とその基礎的な検討の

詳細を述べている。本研究では、屋外音響伝搬を把握するコンピュータシミ

ュレーションとして、幾何音響シミュレーションに基づく虚像法を適用して

おり、まずこの幾何音響シミュレーションの計算方法をまとめている。つぎ

にそのシミュレーションの精度を調査するために応用した現場測定法

（Swept-Sine 法とクロススペクトル法）をまとめている。さらに幾何音響シ

ミュレーションの利用可能性を基礎的に検討するために、広域防災放送シス

テムの音響伝搬の現場測定を行い、測定によって得られた結果と幾何音響シ

ミュレーションによる計算結果を比較している。この検討とは別に、広域防

災放送システムの音響伝搬特性の定点観測を行い、その日変化を基礎的に調

査している。 

第 4 章では、音場を実験室内に 3 次元的に再現する音場再現手法の概要、

幾何音響シミュレーションと音場再現手法を組み合わせる方法、組み合わせ

た可聴型シミュレーションシステムを適用した検討の詳細を述べている。本

研究では音場再現手法として、6 チャンネル収音・再生手法を適用しており、

まずこの手法について、既往の研究成果に基づいて精度と原理をまとめてい

る。この手法の再生システムを利用するためには、幾何音響シミュレーショ

ンの計算結果に基づいて 6 チャンネルの音圧信号を合成する必要がある。そ

の方法としては、幾何音響シミュレーションによって得られた各パルスの入

射方向情報を基に 6 チャンネルマイクロホンのカーディオイド型単一指向特

性の指向係数を計算し、その係数を無指向性収音の音圧に重みづけることに
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よって 6 方向に振り分ける新たな方法を適用している。つぎにこの手法を実

際に適用して、広域防災放送システムが整備されている地域における 6 チャ

ンネル収音システムを用いた現場測定の結果と幾何音響シミュレーションに

よる計算結果との対応を調べている。さらに、本学の 6 チャンネル再生シス

テムを用いて単独反射音の音像定位実験、6 チャンネル収音システムを通し

て実際に録音したアナウンスとシミュレーションで合成したアナウンスの聞

き取りにくさに関する比較実験を行っている。 

第 5 章では、広域防災放送システム設計の上での本可聴型シミュレーショ

ンシステムの有効性を調べるために、スピーカシステムを構成するホーン型

スピーカの数とその向きを考慮することによって、アナウンスの聞き取りに

くさが改善できる可能性に着目したケーススタディの結果を述べている。 

第 6 章では、本論文の総括と今後の展望をまとめている。  
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屋外音響伝搬の予測結果と現場測定結果の比較検討

第3章 屋外音響伝搬の把握手法

第2章 先行研究
広域防災放送システムに関する既発表の研究

第1章 序論
広域防災放送システムの概要と可聴型シミュレーションシステム

第6章 総括

第4章 可聴型シミュレーションシステム

物理データの精度

音像の定位性

聞き取りにくさの主観評価

第5章 広域防災放送システムの音響設計に関する試み

現場測定法波動数値解析 幾何音響シミュレーション 縮尺模型実験

音の空間情報を再現できる原理 単純な原理

モノラル収音・再生バイノーラル収音・再生 マルチチャンネル収音・再生

幾何音響シミュレーションの6チャンネル化

屋外音響伝搬の日変化

可聴型シミュレーションシステムの有効性に関する検討

RenovationBasic design (Renovation)

6チャンネル収音・再生手法

 

図 1.2-1 本論文の構成フローチャート 



 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 広域防災放送システムに関する既発表の研究 
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2 広域防災放送システムに関する既発表の研究 

広域防災放送システムに関する既発表の論文としては、1960 年～1990 年代

の間に戸井田らによって提案された野外音場の明瞭度予測手法に関する研究

が広く知られている。この手法は、野外競技場に分散的に配置された PA シ

ステムの明瞭性を評価するために研究され、その技術が広域防災放送システ

ムに応用されている。戸井田らはこの手法を用いて、既存の広域防災放送シ

ステムの明瞭度予測に関するケーススタディやスピーカシステムをグループ

ごとに時間差をつけて放送する方式による明瞭度の改善効果も検討している

[7-9]。また 1994 年には、稲垣らがスピーカシステム間の距離に応じて調整

する時間差放送による効果を検討している[10]。この後一旦は、この種のテ

ーマに関する研究が減少するが、2011年の 3月に発生した東関東大震災以降、

広域防災放送システムは非常に重要な情報伝達手段として再認識され、現在

再び、いくつかの研究プロジェクトが開始された。栗栖らはスピーカシステ

ムの指向性制御を目的として、自社開発したアレイスピーカの利用可能性を

検討している[5]。また鈴木らは、総務省平成 23 年度 3 次補正予算を得るこ

とによって、広域防災放送システムに関する総合的な研究を進めており、音

声了解度に関するいくつかの聴感実験を通して考案された音声了解度評価手

法[11]に基づく予測シミュレータの開発などを目指している[12]。さらに大久

保らは、屋外音場における交通騒音の測定や予測などの技術を活かし、広域

防災放送システムの音響伝搬の予測に気象や地形の効果を加えた了解性推定

法の机上検討に取り組んでおり、最終的にハザードマップの作成を目指して

いる[13]。 

以下にそれらの研究の概要をまとめる。 

2.1 広域防災放送システムの明瞭度予測手法 

戸井田らが提案した明瞭度予測手法は、図 2.1-1 に示すように、N 個のス

ピーカシステムから M 連音節のアナウンスを拡声し、N-1 個のエコーが到来

する受音点における j 番目の音節明瞭度 S を計算するといった手法で、式

（2.1-1）によって計算している。 
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図 2.1-1 音節の重なり図 

NjjNijjijjjjjNj sLsLsLsLsS   1132211  

（ただし Mj ~1 ） （2.1-1） 

ここで、s は一つのスピーカシステムから到来するアナウンスの j 番目の音節

明瞭度成分、Ljは j 番目の不明瞭度（L=1-S）。 

式（2.1-1）の右辺第 2 項を例にすると、この項は図 2.1-1に示した二つ目の

スピーカシステムから到来したアナウンスの j 番目の音節明瞭度成分 s2jと一つ

目のスピーカシステムから到来したアナウンス（その明瞭度成分は右辺第 1 項

の s1j）による不明瞭度成分 L1jの積で表されており、そのようにして計算された

すべての音節明瞭度と不明瞭度の積の総和として、j 番目の音節明瞭度 S を求

めている。また、この式における i 個目のスピーカシステムから到来したア

ナウンスの j 番目の音節明瞭度成分 sijは、母音（v）と子音（c）の単音明瞭

度である svと scの積として次式によって与えられている。 

vcij sss         （2.1-2） 

さらに、sv、scを母音と子音の 4 つの重なり方の違い（cc：子音が子音を妨害、

cv：母音が子音を妨害、vv：母音が母音を妨害、vc：子音が母音を妨害）で

分類することによって、i 個目のエコーの音節明瞭度 sij を重なり方別の明瞭

度成分の積として与えている。 
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vcvvcvccij sssss        （2.1-3） 

なお。文章了解度 IN を求める場合には、以下の式によって M 連音節明瞭度

SNを計算し、その結果を変数関数 FIによって了解度へ変換している。 

NMjNMNjNNN SSSSSS  121     （2.1-4） 

)( NIN SFI         （2.1-5） 

実際の計算では、戸井田らは以下に示す簡略化した条件においてこの手法

を利用している。 

① 音節数は、明瞭度では 3 連音節、了解度では 10 連音節に条件を限定 

② 最大レベルエコーだけが明瞭度に貢献 

③ 50 msec.以内の時間幅内（束ね時間）に複数個のエコーが到来する場合は、

束ね時間内のエコーを加算して一つのエコーとして取り扱う 

④ svv、scv、sccの 3 種のみを計算 

戸井田らはこの手法を用いて、いくつかの既存の広域防災放送システムの

スピーカ配置におけるケーススタディやいくつかのグループに分けたスピー

カシステムごとに時間差をつけて放送する方式（時間差放送方式）による明

瞭度改善効果を検討している。これらの検討では、スピーカのパワーレベル、

距離減衰、空気の音響吸収減衰、暗騒音などの明瞭性低下の要因は考慮され

たが、スピーカの指向性、建物からの反射や回折、気象の影響は取り扱って

いない。 

2.2 時間差放送による明瞭度改善の試み 

稲垣らは複数のスピーカシステムから拡声された音を受音点に同時に到来

させるために、個々のスピーカシステムからの放送開始時間を調整し、さら

にはスピーカの指向性を考慮することによって該当する地域の中央付近から

同心円状に音を伝搬させる時間差放送について検討している。 

この検討では、2 次元空間を 10 m 間隔のグリッドに分割し、それぞれの点

における各スピーカシステムからの寄与（3 つの直接音まで）をスピーカの
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パワーレベル、距離減衰、ホーン型スピーカの指向特性を近似的に取り扱っ

た幾何音響的な計算手法によって求め、その結果を STI（speech transmission 

index）に基づいて評価している。この STI は、音声の明瞭度と関係が深いと

されており、各音声の周波数帯域 k と信号の強度変調周波数 F ごとに求めら

れる MTF (modulation transfer function)、m (k、F)から人間の実行感覚を重みづ

けて計算する物理量である。この検討では、図 2.2-1 の(a)に示すように、4

つのスピーカによって構成されたスピーカシステムを井の字上に配置する従

来の方式と、図 2.2-1 の(b)に示すように、ある点のスピーカシステムを中心

として同心円状の等間隔（スピーカの指向性は円が広がる方向に沿って設定）

にスピーカシステムを並べ、各スピーカシステムの間の距離に応じた時間差

をつけて放送する時間差放送を取り入れた方式の 2 条件を比較している。 

200 m 200 m

放送順 1 2 3

検討エリア

 

(a) 従来の方式      (b) 時間差放送を取り入れた方式 

図 2.2-1 検討されたスピーカシステムの条件 

結果として、稲垣らは以下の結論を述べている。 

①  音声の重畳による STI 値の低下を避けるためには、受音点に到来する音

の音圧が等しい場合、到来時間差を 50 msec.以下にする必要がある。また、

音圧差が大きい場合は到来時間差を考慮する必要がある。 

② 従来の方式と時間差放送を取り入れた方式を STI の平均値によって比較

すると、前者は 0.52、後者は 0.8 と時間差放送方式は従来の放送方式の約

1.5 倍であり、4 段階の評価では 2 段階優れた評価となる。 
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2.3 スピーカシステムの指向性制御 

栗栖らは、非常用放送設備や屋外拡声等の業務用音響システムに長く携わっ

ており、最適な拡声装置の開発に取り組んでいる。栗栖らの考える拡声システ

ムでは、スピーカシステムの近傍エリアにおける音のエネルギを低減し、より

遠方まで音を届かせることが目標であり、この目的に対して、垂直方向にスピ

ーカユニットを重ねることによって、垂直方向の指向性を鋭くした高出力スピ

ーカアレイHPSA（High Power Speaker Arrays、図 2.3-1参照）の有効性を研究し

ている。このスピーカシステムは、図 2.3-2に示すように従来のホーン型スピー

カに比べて遠達性に優れ、建物などの反射物がある市街地や地形による反射が

無視できない地域では、拡声エリアを分割して放送できるホーンアレイ型が適

していると述べている。 

      

図 2.3-1 HPSA の例（Horn array type） 図 2.3-2 SPL の比較 Horn vs. HPSAs 

2.4 音声了解度評価手法をベースとした予測シミュレータ 

鈴木らは、平成 23 年度より広域防災放送システムから放送される音響情報

の了解性を確保するために、音響情報信号の設計法、音声了解度評価手法、

音響伝達特性の測定法やシミュレーションシステムなどに関する様々な研究

を進めている。ここでは一例として、音声了解度評価手法とシミュレーショ

ンシステムを組み合わせた予測シミュレータの研究内容を紹介する。 

鈴木らの研究グループでは、複数のスピーカシステムから到来する直接音

の内、最初に届く音を先行音、それ以外を後続音と分類しており、その後続

音の中でも特に強い音、いわゆるロングパスエコーが了解性低下の主たる要
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因であると考えている。このロングパスエコーによる了解性低下の影響を調

べるために、同研究グループでは、単一ロングパスエコーの実験室実験（先

行音と後続音を一つのスピーカから再生し、先行音に対する後続音のレベル

差、遅れ時間などを変化）、屋外における様々な要因を考慮するための現場音

声了解度試験などを行っている。この屋外における実験では、上述の後続音

のレベル差と遅れ時間以外にも暗騒音レベル、残響エネルギ、先行音と後続

音の到来方向などが単純な条件で考慮されている。さらにこの屋外における

聴取実験によって得られた了解性のスコアをインパルス応答から求めた STI

と Useful to detrimental ratio（ 50U ）[14-16]によって整理している。この Useful 

to detrimental ratio は、室内における明瞭性をインパルス応答から評価するた

めに、Lochner や Burger によって考えられ、式（2.4-1）に示すように初期音

圧エネルギ対後期音圧エネルギ比を音声対雑音比で割ることによって求めら

れる物理量である。 

dB
SNLE

LE
U

t

t
t ,

)1(1
log10










     （2.4-1） 

ここで、t は 50 msec.あるいは 80 msec.、E は初期音圧エネルギ、L は後期音

圧エネルギ、S は音声のエネルギ、N はアンビエントノイズのエネルギ。 

これらの物理量によって整理された聴感実験のスコアの結果を図 2.4-1 の

左図に示す。同グループでは結論として、STI では 0.6 以上、 50U では 6dB 以

上を確保できれば、80％以上の了解性が確保できると述べている。 

一方、同グループでは、上述の検討と同時に既存の騒音伝搬予測ソフトウ

ェアに幾何音響ベースでインパルス応答を計算する機能を加えたシミュレー

ションシステムの独自開発も行っており、その数値計算の結果から上述の指

標を求め、地形図データにマッピングするシミュレータの研究を進めている。

STI が 0.6 以下、 50U が 6dB 以下で白抜きとなる基準値を設けたシミュレーシ
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ョン結果を図 2.4-1 右図に示す。結論として、システムの了解性を厳しめに

判定している 50U を用いたサービスエリアの策定を提案している。 

 

図 2.4-1 STIと 50U の明瞭性スコアの相関関係およびそれらの手法を用いた

予測シミュレータの計算結果 

2.5 気象の影響を考慮した了解性推定法 

大久保らは、広域防災放送システムの了解性および気象変動に伴う了解性

変動を推計するモデルの開発に取り組んでおり、このモデルによってスピー

カシステムの配置設計の支援や了解度分布を描いた防災ハザードマップの作

成を目指している。 

この了解性推計モデルは、インパルス応答を予測するモデルと、その応答か

ら了解度を算出するモデルによって構成されている。前者の概念としては、図 

2.5-1に示すように、i 番目のスピーカシステムから受聴位置までの距離を ri、音

速を cとするとき、各スピーカシステムからの直接音の遅れ時間を ri / cと計算

し、その振幅を距離減衰、空気の音響吸収減衰、さらには気象と地形による効
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果を意味する減衰係数 A
i
を考慮して計算するモデルである。後者のモデルについ

ては、音声・聴覚分野で開発された了解度算出手法を導入することによって対処

すると述べている。 

 

図 2.5-1 気象や地形の効果を考慮した遅延音の予測 

この研究の特色としては、気象や地形の効果を考慮しているところにある。

気象の効果としては、地表面効果、屈折、大気の乱れに伴う散乱などについ

て、いくつかの予測モデルを組み合わせることによって取り扱っており、そ

の有効性を単純な条件の音響伝搬を試算することによって確認している。さ

らに大久保らは、図 2.5-2 に示すように風や日照などの気象条件から算出し

た屈折伝搬の曲率半径に基づいて、地形を湾曲させて建物などの空間情報を

モデル化する方式も提案している。このモデル化した空間に対して、これま

でどおりの直線的な音響伝搬計算手法を適用することで、簡易的に建物や地

形による効果と屈折伝搬を組み合わせて計算することが可能であると述べて

いる。 



第 2 章 広域防災放送システムに関する既発表の研究 

 

23 

 

 

図 2.5-2 地形プロファイルの conformal mapping を用いた反射伝搬の予測 
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3 屋外音響伝搬の把握手法 

3.1 把握手法の概要 

コンサートホールやオペラハウスなどでは、演奏する空間も楽器の一つと

して考えられている。したがって、そのような空間の基本設計では、音の伝

搬特性を把握することがきわめて重要な設計プロセスとして位置づけられ、

古くから取り組まれている。現在、この音響伝搬の把握を含めた音響設計は

音楽鑑賞を目的とする空間だけでなく、アトリウム、講義室、オフィス、会

議室、さらには日常的にアナウンスが放送される駅や空港、商業施設などで

も行われつつある。音響伝搬特性を把握する方法としては、音源からインパ

ルス信号を放射したときに受音点で観測される音圧の応答波形（インパルス

応答）を得る方法が主流で、このインパルス応答から直接音、壁面における

反射音、残響（拡散）音の音圧振幅や到来時間の相対的な関係を調べること

ができる。現在では、そのインパルス応答から種々の音響物理量を算出する、

あるいは実際に可聴化する手法が考えられている。 

現場測定法 

空間の音響伝搬特性を厳密に把握する手法として現場測定法がある。この

方法は空間の媒質が均一、すなわち風や温度などの分布が変化しない線形時

不変性の仮定に基づいており、これまでにいくつかの手法が提案されている。

その中で、現在最も主流となっている手法が Swept-Sine 法である[17-20]。こ

れは、すべての周波数成分を含んだインパルス信号を時間的に引き伸ばすこ

とによって、単位周波数あたりのエネルギを増加させたスイープ正弦波信号を

音源として使用し、その応答に対して音源の時間反転信号をたたみ込むことに

よって、インパルス応答を求める手法である。現在では、この手法を用いて音

響設計の効果の調査や実験室実験などが数多く行われている。一方、特殊な測

定用の音源信号を利用することなく、現場で放送されているアナウンスや音楽

などの信号を用いて空間の伝搬特性を推定する方法として、クロススペクトル

法もある[21-24]。これは、アナウンスや音楽などの音源信号とその応答信号と

の相関の強さ、すなわち相互相関関数を周波数領域で計算することによってイ



第 3 章 屋外音響伝搬の把握手法 

25 

 

ンパルス応答を推定する方法であり、特殊な測定用音源信号を容易に再生でき

ない公共空間などでは有効性が高い。 

縮尺模型実験 

対象とする空間の縮尺模型を作成し、その空間において相似則に従いなが

ら音響伝搬を調査する原理的な手法として、縮尺模型実験がある[25]。この

技術は、対象となる空間の 1/n サイズの模型、音源、収音マイクロホンを用

いて、模型内に設置した音源から放射された n 倍の周波数の実験用音源信号

（スパーク放電パルス、高周波数の Swept-Sine 信号など）を n 倍のサンプリ

ング周波数で録音することによって、近似的に実音場の音響伝搬特性を測定

する方法で、これまでにもコンサートホールの音響伝搬特性、部材の透過損

失、固体音伝搬、広域の騒音伝搬性状などの実験に利用されている。この手

法は、精緻な模型と実験条件が整えば、精度よく空間の伝送性能を把握する

ことが可能であるが、対象とする空間が大きい場合は縮尺模型の規模も大き

くなり、模型を作成するためのコストと時間を費やさなければならない。 

波動数値解析 

パーソナルコンピュータが普及し始めた 1980 年代頃より、模型実験に代わ

る手法としてコンピュータを用いた予測技術が急速に発達してきている。こ

のコンピュータシミュレーションの中で、波動方程式に基づいて、空間にお

ける音響伝搬を厳密に解析する手法として、波動数値解析がある[26]。この

技術としては、基礎となる微分方程式を差分方程式に近似し、空間と時間を

離散化して計算する時間領域有限差分法（finite difference time domain method, 

FDTD）、連続体である空間を離散的な接点で構成される要素の集まりと仮定

し、近似的な離散化方程式を導く有限要素法（finite element method, FEM）、

境界面上で成り立つ等価な積分方程式を離散方程式に近似する境界要素法

（boundary element method, BEM）などがあり、室内音響伝搬特性の予測はも

ちろん、コンサートホールなどで利用されている音響拡散体や座席による散

乱性状の予測、予測した音響伝搬の可視化などに利用されている。この手法

は、小規模空間、2 次元音場、低い周波数の音響伝搬を解析する場合、比較

的短時間で計算結果を得ることが可能であるが、高い周波数までを対象とす
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る場合、膨大な計算時間を費やす必要があり、3 次元の大規模空間で高い周

波数までの音響伝搬を解析する場合、現在のパーソナルコンピュータの性能

では取り扱うことができない。 

幾何音響シミュレーション 

コンピュータシミュレーションとしては、音の回折効果や干渉効果などの

波動性を無視することによって音波を音線として考え、音源から受音点まで

の伝搬経路を追跡した結果から受音点における伝搬エネルギを計算する幾何

音響シミュレーションもある[26]。この技術は、波動数値解析と比較して、3

次元の大規模空間における音響伝搬特性を短時間で把握することができる利

点を持ち、コンサートホールなどの室容積が大きい空間を解析する手法とし

て有効とされている。 

本研究で適用した手法 

広域防災放送システムが整備されていない地域の基礎からの設計を行う場

合、聴取空間における音圧レベルの均一性や明瞭性を確保するために、スピ

ーカシステムを構成するスピーカの種類や数、その指向性やスピーカシステ

ムの配置を検討することが重要である。またその検討では、地域内にできる

限り多くの受音点を設定し、地域全体における音響設計の効果を調べること

が望ましい。この目的に対しては、縮尺模型実験、波動数値解析、幾何音響

シミュレーションが有効である。ただし、対象地域の規模、計算時間の点か

ら縮尺模型実験と波動数値解析を本研究に適用することは現段階では大きな

困難を伴う。幾何音響シミュレーションでは、音の波動性を考慮していない

ために、回折効果や干渉効果などが計算されないが、シミュレーションによ

って検出する対象を複数のスピーカシステムからの直接音と主要な建物から

の反射音などの伝搬経路が単純なものに限定すれば、本研究に対しても利用

できる可能性はある。 

広域防災放送システムが既に整備され、その改修設計を行う場合には、上

述した手法に加え、現場測定法も有効である。この技術は、風や温度などの

分布が変化しない線形時不変性の仮定に基づいているため、屋外音場におけ

る気象の影響が問題となるが、風などの条件が穏やかで、温度と相対湿度が
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比較的均一な条件下で測定できれば、本研究に対しても適用できると考えら

れる。 

本研究では、可聴型シミュレーションシステムの屋外音響伝搬を把握する

手法として、幾何音響シミュレーションを適用した。ただし本研究は、可聴

型シミュレーションシステムの有効性を検討することが目的であるため、幾

何音響シミュレーションによる計算では、ひとまず均質な音場を仮定し、単

純な条件をモデル化した。このシミュレーション手法の利用可能性を基礎的

に検討するために、比較的穏やかな気象条件下においてクロススペクトル法

と Swept-Sine 法の現場測定法を応用し、測定によって得られた音圧振幅の時

間変動波形（エコーダイアグラム）と幾何音響シミュレーションによる計算

結果を比較した。また、広域防災放送システムに対する気象の影響を基礎的

に検討するために、クロススペクトル法を用いた定点観測を行い、屋外音響

伝搬の日変化に関する調査も行った。 
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3.2 幾何音響シミュレーション 

幾何音響シミュレーションの概要 

室内音響設計では、かつては図面に音の伝搬経路を作図することによって

室の形状やスピーカの設置位置などが検討されていたが、今日では、幾何音

響シミュレーションを用いた反射音の 3 次元的な予測が行われ、音線が可視

化でき、またその音を可聴化できるようになっている。幾何音響シミュレー

ションは、音響伝搬計算法の中でも最も早くから実用化され、国内外で各研

究機関による開発が行われており、特に海外では、様々なアプリケーション

が市販化されている[27, 28]。幾何音響シミュレーションには、大別して音線

法と虚像法がある。 

音線法の概要 

音線法は、ある点音源からすべての方向へ等立体角に多数の音線（音粒子）

を放射し、その反射履歴を時間、エネルギ、入射方向のデータとして順次追

跡する計算方法である。この技術は、伝搬距離が短い小規模空間を解析する

場合には、計算時間が短く有効であるが、伝搬距離が長い大規模空間、ある

いは高次の反射音を解析する場合には、図 3.2-1 に示すように各音線の間隔

が広がる問題がある。 

虚像法の概要 

虚像法は閉空間内の音場に対し、音源と離散的に分布する虚像音源群のそ

れぞれの寄与が各反射音の強さとなり、それらの総和を算出することによっ

て、ある受音点の音の強さを求める計算方法である。この技術は、上述した

音線法に比べて音の到来方向、相対的なインテンシティ（音の強度）、到来時

間が正確に求まるため、初期反射音構造の検討やエコー障害のチェック、反

射音の指向性分布の検討に有効であるとされている。ただし、反射次数の増

加とともに虚像音源の総数が指数関数的に増加するため、高次の反射音まで

求めるには困難が伴う問題がある。 
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図 3.2-1 音線法の計算モデル   図 3.2-2 虚像法の計算モデル 

広域防災放送システムの明瞭性を低下させるマルチパスエコーは、比較的

低次の反射音で、伝搬経路も単純であると考えられる。したがって本研究で

は、スピーカシステムからの直接音と主要な建物からの反射音を解析するシ

ミュレーション手法として、虚像法を適用することとした。以降にその手法

の一般的な原理、本研究で使用した幾何音響ソフトウェアの概要、インパル

ス応答を計算する手順を示す。 

3.2.1 虚像法の原理 

図 3.2.1-1 に示すように、境界面の法単位ベクトルを n、音源とその 1 次の

虚像音源の位置ベクトルをそれぞれ S、S’とすると、S から S’のベクトル S’-S

は音源から壁面への距離 γを用いて 

S’－S=－2γ×n      (3.2.1-1) 

と表せる。したがって、虚像音源の位置 S’は、 

S’=S－2γ×n       (3.2.1-2) 

となる。また、音源 S から壁面上の任意の点へのベクトルを u とすると、 

S’－S=(2γ・u) n      (3.2.1-3) 

となり、虚像音源の位置 S’は、 

S’=S+2(n・u) n      (3.2.1-4) 

と表すこともできる。ただし、・は内積を表す。 

m 面の境界面によって構成された空間の 1 次反射を考えると、一つの音源に

対して m 個の虚像音源が生じる。2 次反射の虚像音源も同様な手順で計算で
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きるが、一つの虚像音源に対して(m-1)個の虚像音源が生じ、反射次数が増す

ごとに(m-1)が乗じられるため、すべての壁面に対して虚像音源が存在するわ

けではないが、虚像音源の数は反射次数に応じて急激に増加する。 

∥
∥

S

'S

γ
u n

 

図 3.2.1-1 虚像法の求め方のモデル 

図 3.2.1-2 において、まず 1 次の虚像音源に関しては、壁面 A に対する音源

S の虚像音源 SA’、壁面 B に対する音源 S の虚像音源 SB’が求められる。2 次

の虚像音源に関しては、虚像音源 SA’の壁面 B に対する虚像音源 SAB’’は存在

するが、虚像音源 SB’の壁面 A に対する虚像音源は壁面内には存在しない。2

次の虚像音源が存在する条件は、1 次の虚像音源が次の虚像音源を作り出す

壁面の内側にある場合に限られる。つぎに受音点までの反射経路を求める。

反射経路を求めることは反射点を求めることで、図 3.2.1-2に示したように、

受音点 R からそれぞれの虚像音源までを結ぶ線分と虚像音源を作り出した壁

面との交点が反射点となる。例えば、1 次の虚像音源 SA’は壁面 A による虚像

音源であるため、受音点 R から SAB’’までを結ぶ線分と壁面 B との交点 PAB’’

を求める。このように多次数反射の場合、高次の虚像音源から遡って反射経

路を追跡する[29]。 
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図 3.2.1-2 虚像音源の存在条件と伝搬経路の求め方 

利用したソフトウェア 

本研究では、この虚像法の計算手法として市販の幾何音響ソフトウェアで

ある ODEON の Version 11.0[27, 30]を利用した。このソフトウェアでは、図 

3.2.1-3 に示すように、インパルス応答の初期部分は虚像法によって、後期部

分は音線法によって計算されており、計算結果の切り替えは Transition order

と呼ばれる変化次数によって任意で決定できる。その虚像法による計算では、

設定した Transition order の次数までの反射経路が、上述した一般的な方法に

よって検出されている。音線法による計算では、Backtracing method[30]と呼

ばれる新たに考えられた手法が導入されている。この手法では、まず通常ど

おりに点音源から等立体角に音線を放射し、任意で設定できる音線の最大反

射次数（Reflection order）まで検出された壁面の虚像位置をコンピュータの

メモリに蓄える。この時、受音点については、一つのポイントとして設定す

るのではなく、そのポイントを中心とした球状の受音エリアとして設定する

ことによって虚像位置の検出性能を高めている。つぎに、虚像位置をメモリ

から抽出し、受音点（ここでは一つのポイント）の位置から改めてその虚像

位置までの経路を追跡している。この時、追跡した経路が実音源の位置に戻

らない場合は計算結果から除外される。 
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ODEON の計算手法では、上述の方法によって求められた各伝搬音の経路

に基づいて、63 Hz～8 kHz までの 1 octave band ごとに以下の減衰要素が考慮

されている。 

 

・ 各伝搬音の経路の長さに応じた距離減衰 

・ 各伝搬音の経路と音源として設定した指向特性の主軸が成す角に応じた

指向係数 

・ 伝搬経路の長さに起因する空気の音響吸収減衰（ISO 9613-1） 

・ 虚像が生成された壁面における吸音率 

・ 虚像が生成された壁面における拡散係数（本研究では設定していない） 

Image Source Ray Tracing

Reflection order 
Transition Order

Summary of the ODEON method

Energy
Reflection algorithms

Early Scattering Rays

 

図 3.2.1-3 ODEON のインパルス応答計算アルゴリズム 

虚像法による計算結果の抽出方法 

上述の虚像法によって計算された部分のインパルス応答は、図 3.2.1-4 に

示すように、各パルス（スピーカシステムからの直接音と主要な建物からの

反射音）の到来時間、周波数帯域ごとの相対的な音圧、水平面と正中面の到

来方向の情報で構成されたテキストファイルの形式で出力することができる。

この情報に基づいて、周波数帯域ごとに各パルスの大きさに応じた振幅を持

つ FIR バンドパスフィルタのインパルス応答を生成し、すべての周波数帯域

のインパルス応答を加算することによって広帯域のインパルス応答を算出し

た。なお、序論で述べたとおり、広域防災放送システムのスピーカシステム

から拡声される音源信号の多くは、周波数成分が 300～3.4 kHz 程度に制限さ
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れている。したがって以降の検討では、その周波数の主成分を含む中心周波

数 500 Hz、1 kHz、2 kHz の 3 octave band を計算の対象とした。 

虚像法によって計算された各パルスの情報ファイル

2. 1オクターブバンドごとに生成したインパルス応答を加算

Early reflections levels (dB SPL) for job 1

Receiver Number: 1 (x,y,z) = (-57.48, -0.33, 1.50)
Ref. Ms 63Hz 125Hz 250Hz 500Hz 1kHz 2kHz 4kHz 8kHz Azimuth Elevation

1 183.1 -35.98 -50.7 -41.14 -47.91 -57.55 -63.11 -61.1 -43.04 65.76 24.57
・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

N 1113.1 -57.29 -69.62 -58.33 -66.89 -77.78 -83.39 -83.51 -94.84 -104.19 172.94

1. 音圧の大きさに応じた振幅を持つFIRバンドパスフィルタのインパルス応答の生成

500 Hz 1 kHz 2 kHz

到来時間 周波数帯域ごとの相対音圧 到来方向

 

図 3.2.1-4 虚像法による計算結果の抽出方法 

ODEON のソフトウェアを用いてこの計算結果を出力するためには、計算

の条件として音源となるスピーカシステムやそれを構成するホーン型スピー

カの指向特性の情報、建物の位置や形状などの空間情報、計算するための諸

条件を設定する必要がある。本研究におけるそれらの設定方法を以降に示す。 

3.2.2 屋外音響伝搬予測のための音源のモデル化 

スピーカの指向特性のモデル化 

本研究で対象とした広域防災放送システムのスピーカシステムは、図 3.2.2-1

に示すように複数台（一般的には 4 台）のホーン型スピーカによって構成され

ている。このスピーカの指向特性のモデル化では、類似のホーン型スピーカ

（TOA：TC-730M）を対象として中心周波数 500 Hz、1 kHz、2 kHzの 3つの 1 octave 

band について実測した図 3.2.2-2 に示す音圧指向特性を使用し、そのデータを基

に幾何音響ソフトウェアの指向特性エディタによって 3 次元的に形成した。図 
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3.2.2-3 に指向特性エディタによって形成した 1 kHz 帯域における 3 次元モデル

を示す。なお、このモデル化はスピーカの指向特性が水平面と正中面で対称で

ある仮定に基づいて行った。 

  

図 3.2.2-1 スピーカシステム      図 3.2.2-2 ホーン型スピーカ 

（TOA:TC-730M）の音圧指向特性データ 

 

図 3.2.2-3 スピーカの指向性の 1 kHz 帯域における 3 次元モデル 

スピーカシステムのモデル化 

一つのスピーカシステムからある受音点までのインパルス応答を計算する方

法は、以下のとおりである。まず、スピーカシステムの中心に一つの点音源を

仮定して、それから受音点までの伝搬エネルギを幾何音響ソフトウェアによっ

て計算する。その伝搬エネルギの計算では、各伝搬音の経路とスピーカシステ

ムの中の一つのホーン型スピーカの指向特性の主軸が成す角から、上述の指向

特性のデータを用いて周波数帯域ごとにスピーカの指向特性を考慮する。つぎ

に、前述した虚像法の抽出方法に従って 3 つの 1 octave band（500 Hz、1 kHz、2 

kHz）を合わせた広帯域のインパルス応答を出力する。さらに、音源の主軸を一
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つのスピーカシステムを構成するすべてのスピーカの主軸方向に回転させなが

ら、上述の計算をそれぞれ行い、得られたすべてのインパルス応答を加算する。 

対象地域に複数のスピーカシステムがある場合は、上述の計算をすべてのシ

ステムについて行う。 

3.2.3 屋外音響伝搬予測のための空間のモデル化 

建物などの空間情報のモデル化 

建物の形状や位置、地表面の吸音性能をモデル化する方法としては、大嶋や

平栗らが数値表面モデル（DSM）データを活用することによって建物の立体モ

デルを生成する研究やハイパースペクトルデータを利用することによって地表

面吸音性能を自動的に割り当てる研究が進められているが[31, 32]、本研究では、

以下に述べる原始的な方法によって簡略化したモデルを形成した。 

本研究では、対象地域の 2 階建て以上の建物が受音点に影響を与える反射物

として仮定した。各建物の配置は国土地理院が掲載している 1/2500 縮尺の地図

[33]を基に調べ、それらの概略の寸法はレーザー距離計（Leica:DISTO
TM

D8）を

用いて一つの建物の縦、横、高さを可能な限り詳細に実測した。実際のモデル

化では、幾何音響ソフトウェアにモデリングデータを取り込むことができる形

状生成ソフト Google SketchUp Pro の Version 8.0.11752[34]を使用し、上述の値を

基に表面が平らな六面体を組み合わせることによって、図 3.2.3-1 に示すように

モデル化した。なお本研究の対象地域は、起伏がほとんどないため、地面は平

面として仮定した。 

 

図 3.2.3-1 対象空間の 3 次元モデル 
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吸音率の設定 

建物壁面、地表面、計算領域の境界面に与える吸音率としては、表 3.2.3-1 に

示す値を設定した。建物の壁面反射における周波数特性や地表面の吸音効果は、

今後多くの知見を得ることによって正確な値を定める必要があるが、ここでは

周波数特性を与えずにすべての壁面に対して一律で仮定した。 

表 3.2.3-1 壁面の吸音率 

Surface Absorption coefficient [%] 

Building surface 

Ground surface 

Surrounding boundary 

2.5 

10 

100 

 

計算条件の設定 

計算条件として設定したパラメータを表 3.2.3-2 に示す。前述した幾何音響ソ

フトウェアの虚像法と音線法の変化次数 Transition order は最大値である 10 と設

定した（虚像法によって検出できる伝搬経路がない場合、自動的に計算が打ち

切られる）。また空気の音響吸収減衰を計算するための温度と相対湿度としては、

本研究では標準的な条件として温度を 20 °C に、相対湿度を 50 %に設定した。 

 

表 3.2.3-2 計算条件 

Component Value 

Transition order 

Temperature 

Relative humidity 

10（maximum） 

20.0 °C 

50.0 % 
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計算結果の例 

幾何音響シミュレーションによって計算したある地域の屋外音響伝搬（イン

パルス応答）の例を図 3.2.3-2 に示す。横軸は時間、縦軸は相対的な音圧の振幅

である。シミュレーションの計算結果では、暗騒音の影響、壁面や空気中で複

雑に拡散した成分などが考慮されていないため、スピーカシステムからの直接

音や建物からの優勢な反射音のみが卓越して現れている。 
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図 3.2.3-2 幾何音響シミュレーションによって計算したインパルス応答の例 

（中心周波数 500Hz、1 kHz、2 kHz の 3 つの 1 octave band を合わせた帯域） 
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3.3 現場測定法 

本研究では、従来どおりのクロススペクトル法と Swept-Sine 法の手法を適

用した。ただし広域防災放送システムの伝搬特性を得るために、いくつか工

夫した点もあるため、それぞれの原理や具体的な手順と合わせて以下にまと

める。 

3.3.1 クロススペクトル法 

屋外音響伝搬の測定と分析方法 

ある伝達系とその系に入出力された信号のモデルを図 3.3.1-1 に示す。図中の

X(k)、H(k)、V(k)、N(k)、Y(k)の関数は周波数領域の信号、x(t)、h(t)、v(t)、n(t)、

y(t)の関数は時間領域の信号を意味する。 

)(kH

)(th

Transmission system)(kX

)(tx

)(kY

)(ty

)(kV

)(tv

)(kN

)(tn

 

図 3.3.1-1 伝達系とその入出力のモデル 

この図では、入力信号 x(t)が伝達系 h(t)を経て出力され、その出力信号 v(t)に

暗騒音などの外来雑音 n(t)が混入して観測されたものを観測信号 y(t)としている。

伝達系の時間変動特性 h(t)と周波数特性の伝達関数 H(k)はフーリエ変換対であ

り、 

 )()( thFTkH        （3.3.1-1） 

 )()( kHIFTth        （3.3.1-2） 

が成り立つ。 

伝達系の時間変動特性と周波数特性の伝達関数を用いれば、入力信号 x(t)、X(k)

とそれに対する出力信号 v(t)、V(k)の関係は、以下の式に示すように、時間領域

ではたたみ込みとして、周波数領域では単純な積として表すことができる。 

時間領域： )()()( thtxtv ＊      （3.3.1-3） 

周波数領域： )()()( kYkXkV      （3.3.1-4） 
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ただし、出力信号 v(t)、V(k)は、観測時に雑音 n(t)、N(k)が混入する可能性がある

ため、屋外音響伝搬特性の分析では以下が基礎式となる。 

時間領域： )()()()( tnthtxty  ＊     （3.3.1-5） 

周波数領域： )()()()( kNkHkXkY      （3.3.1-6） 

ここで、周波数領域の両辺に X(k)の共役複素数 X*(k)を掛けると、 

)()()()()()()( kNkXkHkXkXkYkX      （3.3.1-7） 

となり、左辺はサンプル数 M 点の入力信号 x(t)と観測信号 y(t)のクロスパワース

ペクトル密度関数（以下クロススペクトル）、右辺第 1 項は同じサンプル数の入

力信号 x(t)のオートパワースペクトル密度関数（以下オートスペクトル）と伝達

関数の積、右辺第 2 項は入力信号 x(t)と外来雑音 n(t)のクロススペクトルを意味

する。この入力信号 x(t)と外来雑音 n(t)が無相関である場合、右辺第 2 項の相互

相関関数が 0 となって伝達関数 H(k)を求める式が導けるが、有限のサンプル数

M 点から計算した X*(k)N(k)は 0 ではない。そこで、データのサンプリング開始

時点を一定間隔ごとに移動しながら、サンプル数 M 点の入力信号と観測信号の

クロススペクトルを複数回計算し、得られたすべてのスペクトルを平均したと

すると、 

)()()()()()()( kNkXkHkXkXkYkX      （3.3.1-8） 

となる。入力信号 x(t)と外来雑音 n(t)のクロススペクトル X*(k)N(k)は複素数であ

るが、x(t)、n(t)ともに移動しながらサンプルするたびに変化するため、それらが

無相関である限り、X*(k)N(k)の実部も虚部も正負のランダムな値を変化させ、

多数回平均すると 0 に収束する。この仮定の上で伝達関数は以下のように求め

ることができ、 

)()(

)()(
)(

kXkX

kYkX
kH





       （3.3.1-9） 

伝達系の時間変動特性はその逆離散フーリエ変換（ Inverse discrete Fourier 

transform, IDFT）として求めることができる。 

 )()( kHIDFTkh        （3.3.1-10） 
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巡回たたみ込み方法 

上述したサンプル数 M 点の巡回たたみ込みを行う方法としては、城戸らによ

っていくつかの方法が研究されている[24]。その中で本研究では、図 3.3.1-2 に

示す最も簡便な方法を適用した。 

0 s 5.4 s 10.8 s 16.2 s

入力信号

観測信号

)(tx

)(ty

サンプルデータ1

2倍の時間窓

無音信号時間窓

)(tx

)(ty

サンプルデータ2

2倍の時間窓

無音信号時間窓

)(tx

)(ty

 

図 3.3.1-2 本研究で適用した巡回たたみ込み方法 

（十分に長い矩形窓を利用する方法） 

まず、図中のサンプルデータ 1 に示すように、ある長さの矩形窓によって入

力信号をサンプルし、その信号の後ろに同じ長さの無音信号を接続する。つぎ

に、矩形窓と無音信号を合わせた長さの観測信号をサンプルし、それらの信号

間のクロススペクトルと音源信号のオートスペクトルを計算する。さらに、図

中のサンプルデータ 2 に示すように、サンプルを開始する時点を移動しながら

上述と同様の計算を繰り返し、得られたすべてのクロススペクトルとオートス

ペクトルを別々に重畳する。最終的に、クロススペクトルの平均をオートスペ

クトルの平均で除すことによって伝達関数を求める。 

求める応答成分よりも矩形窓が十分に長い場合、サンプルした入力信号に対

する観測信号に含まれた出力は、その窓長さの 2 倍の範囲に収まるため、デー

タの欠損がない。また、入力信号の後半のデータを無音信号とすることで、先
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頭部分に巡回するデータも無音信号となるため、巡回たたみ込みによる誤差も

生じない。 

本研究における応用方法 

本研究では、広域防災放送システムのすべてのマルチパスエコーが少なくと

も 5 秒以内に受音点に到来すると仮定して、矩形窓の長さを 5.4 秒に設定し、

5.4 秒ごとにサンプルする位置を移動しながら伝達関数を計算した。また現場測

定では、録音機器ごとのクロック誤差によるエラーを回避するために、マルチ

チャンネル録音が可能なデジタルデータレコーダを使用し、あるチャンネルに

伝搬音の観測信号、別のチャンネルに広帯域無線受信機を用いて無線電波を傍

受した信号（伝達系への入力信号）を同時に録音した。 

測定結果の一例 

上述の測定と分析方法によって得られたある地域の波形の例を図 3.3.1-3 に示

す。屋外音場は気象条件が変動し、暗騒音もあるため、このような測定法は適

用が難しいと考えられたが、この結果ではスピーカシステムからの直接音や卓

越した反射音が検出されている。ただしこのような検出性能は、様々な周波数

成分を持つ音声や音楽などの信号を対象とした場合に限定されるもので、人工

的なチャイムやメロディなどの信号では、音源信号が持つ周期性によって自己

相関が検出される問題がある。また、この波形はすべての周波数成分を含んだ

インパルスに対する応答ではないため、すべての周波数に対する応答ではない。

クロススペクトル法に用いる信号に関する基礎的な検討の内容を付録に示す。 
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図 3.3.1-3 クロススペクトル法によって得られた波形の例 

（中心周波数 500Hz、1 kHz、2 kHz の 3 つの 1 octave band を合わせた帯域） 
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3.3.2 Swept-Sine 法 

Swept-Sine 信号の作成方法とインパルス応答の算出方法 

Swept-Sine 法は、単位パルスに対して単位周波数あたりのエネルギがより大き

く、高い SN 比が得られるようにスイープ正弦波を音源信号として放射し、その

応答に対して音源信号の逆フィルタをたたみ込むことによってインパルス応答

を求める手法である。Swept-Sine 信号は、周波数領域において以下の式に示すよ

うに、インパルスの位相を周波数の 2 乗に比例して変化させることで作成でき

る。 

次数FFT,2,4

2),(

20),4exp(
)(

*

22














nNNm

NkNkNS

NkNkmj
kS

n



   （3.3.2-1） 
















NkNkNS

NkNkmj
kS

2),(

20),4exp(
)(

*1

22

1


   （3.3.2-2） 

)()(

)()(

)(

)(
)()()(

*

*
1

kSkS

kYkS

kS

kY
kSkYkH




     （3.3.2-3） 

ただし、H(k)：インパルス応答のフーリエ変換（伝達関数）、Y(k)：Swept-sine 応

答のフーリエ変換、S
-1

(k)：逆 Swept-sine 信号のフーリエ変換、k：離散周波数番

号、*：共役複素数 

図 3.3.2-1 に Swept-Sine 法によるインパルス応答の測定ダイアグラムを示す。

上述した式に示す S(k)を逆フーリエ変換して得られる Swept-Sine信号 s(t)を音源

信号として入力し、系の応答 s(t)*h(t)と s(t)の時間軸を反転させた逆 Swept-Sine

信号 s(-t)をたたみ込み演算することによって系のインパルス応答 h(t)が求まる。 
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図 3.3.2-1 Swept-sine 法によるインパルス応答の測定ダイアグラム 

本研究における応用方法 

実際に利用した Swept-Sine 信号としては、上述の計算処理を時間領域で行う

ことによって、信号の掃引時間と含める周波数成分を任意に制限した。その信

号の情報を表 3.3.2-1 に示す。この作成した信号を広域防災放送システムの放送

操作卓にアナログ入力することによってスピーカシステムから放射した。なお

計算のための時間反転信号としては、クロススペクトル法の測定法と同様に広

帯域無線受信機を用いて無線電波を傍受することによって得られた信号を使用

し、その信号を時間反転させた。 

表 3.3.2-1 作成した Swept-sine 信号の情報 

Component Value 

Frequency characteristic Linear （5 octave band :250 Hz to 4 kHz） 

Duration time 6 s 
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測定結果の例 

上述の測定と分析方法によって得られたある地域のインパルス応答の例を図

3.3.2-2 に示す。この測定方法によってもインパルス応答が得られており、波形

には卓越したパルスが現れている。 

0 200 400 600 800 1000

R
el

at
iv

e 
S

.P
. 

A
m

p
li

tu
d

e

Time[ms]
 

 

 

図 3.3.2-2 Swept-Sine 法によって得られたインパルス応答の例 

（中心周波数 500Hz、1 kHz、2 kHz の 3 つの 1 octave band を合わせた帯域） 

シミュレーション結果と現場測定結果の比較方法について 

上述した幾何音響シミュレーション、クロススペクトル法、Swept-Sine 法によ

って得られた波形を改めて図 3.3.2-3 に並べて示す。それぞれの波形は各手法に

よる特徴を持ち、また現場測定では暗騒音などの影響もあるため、このままで

は比較し難い。そこで本研究では、Hilbert 変換[24]を適用することによって波形

のエンベロープを検波し、その結果を比較することとした。各手法の波形から

抽出したエンベロープ（以下、エコーダイアグラムという）を図 3.3.2-4 に示す。

波形の包絡線のみが抽出され、直接音や卓越した反射音の相対的な大きさと遅

れ時間が比較しやすい結果となっている。これらの結果の縦軸は、相対的な音

圧の振幅であるが、以降の検討では、エコーダイアグラムの縦軸を対数の相対

音圧レベルで表示する。 
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図 3.3.2-3 それぞれの手法によって      図 3.3.2-4 時間変動波形から 

得られた時間変動波形            抽出したエコーダイアグラム 
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3.4 屋外音響伝搬の予測結果と現場測定結果の比較検討 

本節では、屋外音響伝搬を把握するための手法として適用した幾何音響シミ

ュレーションの利用可能性を基礎的に検討するために、実際に広域防災放送シ

ステムが整備されている千葉県習志野市の二つの地域において、比較的風など

の気象条件が穏やかな日に現場測定を行い、その測定結果とシミュレーション

結果を比較するケーススタディを行った。 

3.4.1 高層建物エリアにおける単独スピーカシステムからの 

屋外音響伝搬予測 

最初のケーススタディとしては、幾何音響シミュレーションによる反射音の

検出性能を調べるために、高層の建物が建ち並ぶ狭いエリア（習志野市津田沼

駅周辺地区）における単独のスピーカシステムからの音響伝搬を検討した。こ

のケーススタディでは、クロススペクトル法によって得られた測定結果とシミ

ュレーションによって計算した結果を比較した。 

対象地域および検討の概要 

対象地域の地図に音源のスピーカシステムと受音点の位置を記して図 3.4.1-1

に示す。この地域では、商業施設の屋上に設置されたスピーカシステム（スピ

ーカ設置高さ：53 m）から毎夕 16：45 に子どもの帰宅を促す女声アナウンス（継

続時間：約 27.7 s、モーラ数：約 2.45 モーラ/s）が放送されている。現場測定で

は、その放送されたアナウンスを M1 と M2 の位置において騒音計のマイクロホ

ンを通してデジタルデータレコーダに録音し、その測定と同時に広帯域無線受

信機によって傍受した音源信号を同じデジタルデータレコーダに録音した。M1

はスピーカシステムが目視できる位置、M2 は建物によってスピーカシステムが

目視できない位置とした。なお、図で濃く塗られた部分がこの検討で実際にモ

デル化した建物である。 
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図 3.4.1-1 音源のスピーカシステムと受音点の位置 

受音点 M1 における結果 

受音点 M1 においてシミュレーションによって得られた音の伝搬経路図を図 

3.4.1-2 に、シミュレーションとクロススペクトル法の現場測定によって得られ

たエコーダイアグラムを図 3.4.1-3 に示す。エコーダイアグラムの横軸は時間、

縦軸はスピーカシステムとの距離が近い受音点 M1 の音圧を最大として設定し

た相対音圧レベルを意味する。 

伝搬経路図を見ると、この受音点では建物の間を往復するように音が反射し

ている。シミュレーションとクロススペクトル法の波形を比較すると、卓越し

た反射音の遅れ時間と相対的な音の大きさがかなりよく一致している。 
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図 3.4.1-2 受音点 M1 における音の伝搬経路図 
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図 3.4.1-3 受音点 M1 におけるエコーダイアグラム 
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受音点 M2 における結果 

受音点 M2 においてシミュレーションによって得られた音の伝搬経路図を図 

3.4.1-4に、二つの手法によって得られたエコーダイアグラムを図 3.4.1-5に示す。

本研究の幾何音響シミュレーションでは、回折効果を考慮していないために、

この受音点ではスピーカシステムからの直接音が計算されていないが、建物の

間を往復するいくつかの優勢な反射音の遅れ時間と相対的な音の大きさはクロ

ススペクトル法によって得られた測定結果とよく対応している。 
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図 3.4.1-4 受音点 M2 における音の伝搬経路図 
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図 3.4.1-5 受音点 M2 におけるエコーダイアグラム 

3.4.2 広域エリアにおける複数のスピーカシステムからの 

屋外音響伝搬予測 

もう一つのケーススタディとしては、複数のスピーカシステムからの音響伝

搬を検討した。この検討では、クロススペクトル法による現場測定に加えて、

習志野市の特別な許可を得ることによって実際のスピーカシステムから

Swept-Sine 信号を放送し、幾何音響シミュレーション、クロススペクトル法、

Swept-Sine 法によって得られた結果を比較した。 

対象地域および検討の概要 

対象地域の地図に音源のスピーカシステムと受音点の位置を記して図 3.4.2-1

に示す。検討では、4 つのスピーカシステムが設置されている住宅がほとんどな

い習志野市の湾岸地区を対象とした。この現場測定では、図に示す LS1 と LS2

のスピーカシステムから Swept-Sine 信号ならびに音響測定の開始を告げる男声

アナウンス（継続時間：約 50 s、モーラ数：1.7 モーラ/ s）を放送した。その放

送された信号を M1 と M2 の位置において前節と同様な方法で録音した。M1 か

らは LS1 のスピーカシステムが、M2 からは LS1 と LS2 が目視できる。 
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図 3.4.2-1 音源のスピーカシステムと受音点の位置 

受音点 M1 における結果 

受音点 M1 においてシミュレーションによって得られた音の伝搬経路図を図 

3.4.2-2 に、シミュレーション、クロススペクトル法、Swept-Sine 法によって得

られたエコーダイアグラムを図 3.4.2-3 に示す。伝搬経路図を見ると、この受音

点では建物の間を往復するように音が反射している。3 つの波形を比較すると、

離散的な反射音の遅れ時間と相対的な音の大きさが対応している。 
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図 3.4.2-2 受音点 M1 における音の伝搬経路図 



第 3 章 屋外音響伝搬の把握手法 

53 

 

 

Calculation

0 200 400 600 800 1000
Time [ms]

R
el

at
iv

e 
S

.P
.L

 [
d

B
]

10dB

 

Measurement
(Cross-spectrum method)

0 200 400 600 800 1000
Time [ms]

R
el

at
iv

e 
S

.P
.L

 [
d

B
]

10dB

 

Measurement
(Swept-Sine method)

0 200 400 600 800 1000
Time [ms]

R
el

at
iv

e 
S

.P
.L

 [
d

B
]

10dB

A B C
D E

 

図 3.4.2-3 受音点 M1 におけるエコーダイアグラム 
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受音点 M2 における結果 

受音点 M2 においてシミュレーションによって得られた音の伝搬経路図を図 

3.4.2-4 に、3 つの手法によって得られたエコーダイアグラムを図 3.4.2-5 に示す。

この受音点では、LS1、LS2 のスピーカシステムからの直接音といくつかの反射

音がシミュレーションによって計算されている。その結果と二種類の測定結果

を比較すると、二つのスピーカシステムからの直接音と反射音 A については、

遅れ時間と相対的な音の大きさがかなりよく一致しているが、測定結果では反

射音 B が目立っていない。 
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図 3.4.2-4 受音点 M2 における音の伝搬経路図 
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図 3.4.2-5 受音点 M2 におけるエコーダイアグラム 
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受音点 M2 における不一致に関する考察 

この測定点周辺の写真を図 3.4.2-6 に示す。写真を見ると、受音点 M2 と反射

音 B を引き起こす境界面の間には、高さ 3～5 m 程の茂った樹木が生えており、

現場測定では、この樹木によって音が拡散していると考えられる。幾何音響シ

ミュレーションでは、そのような散乱効果を計算に考慮していないために、反

射音 B が目立って現れたものと推測される。 

M2

Reflecting surface

LS2

 

図 3.4.2-6 受音点 M2 周辺の写真 
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3.5 屋外音響伝搬の日変化に関する基礎的調査 

前節の検討における広域防災放送システムの現場測定によって得られたエ

コーダイアグラムは、いずれのケーススタディも一日のある特定時間に測定

された結果であるが、時間や日ごとに気象の条件が変化する屋外音場では、

それに応じて測定結果も変化することが予想される。そこで、一つの受音点

において数日間定点観測を行うこととした。ただし、サイレンのような音質

の Swept-Sine 信号を連日にわたって放送することはできないため、この測定

ではクロススペクトル法を適用した。 

対象地域の概要 

検討は、二つのスピーカシステムが設置された松戸市内の住宅街で行った。

音源のスピーカシステムと受音点の位置を記した対象地域の地図を図 3.5-1

に示す。LS1 のスピーカシステムはこの地域の市役所の屋上に、LS2 は公園

内に設置されており、それらから放送された毎日 14：00 に告げられる女声ア

ナウンス（継続時間：約 18 s、モーラ数：4.55 モーラ/ s）を Mic.の位置で録

音した。地図に示した色の濃い部分は、この地域の中でも特に高い建物で、

その建物 B1 からは LS2 のスピーカシステムと受音点の位置を目視すること

ができることから、反射の影響があると考えられた。地図から幾何学的に伝

搬経路を求め、その距離を基に計算した各スピーカシステムからの直接音と

反射音の到来時間を図に合わせて示す。 
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図 3.5-1 音源のスピーカシステムと受音点の位置 

屋外音響伝搬の日変化に関する結果と考察 

6 日間にわたって測定したエコーダイアグラムを図 3.5-2 に示す。また、

LS1 のスピーカシステムがある屋上には、市役所の風向風速計が設置されて

いる。その風向風速計によって観測された測定時の 10 分間における平均値を

図に合わせて示す。この受音点は最初に音が到来すると考えられる LS1 から

300m 以上離れ、かつ音源信号も 18 s と短いために、音源信号に対する暗騒

音の比、S/N 比が確保できていない結果ではあるが、いずれの結果からも LS1

からの直接音（黒線）が目視でき、日ごとのその相対的な大きさと遅れ時間

はほぼ一致している。平均風速が 2 m/10min.以内の 12/21、12/22、1/10 に測

定された波形では、LS1 からの直接音に続いて LS2 からの直接音（赤線）、

建物からの卓越した反射音（青線）が現れており、その相対的な大きさと遅

れ時間は対応している。一方、平均風速が 5 m/10min.を超える日に測定され

た 12/23、12/26、12/27 の波形では、それらの伝搬音がほとんど観測されてい

ない。このように風が強い日では、スピーカシステムからの直接音や反射音

が観測されない場合があるが、比較的風が穏やかであれば現場測定を行うこ

とも可能であることが確認できた。 
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図 3.5-2 6 日間のエコーダイアグラム 
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3.6 まとめ 

本論文では、広域防災放送システムの明瞭性の改善を目的とした種々の検

討を行う手法として、コンピュータシミュレーションによって解析した音場

を実験室内に 3 次元的に再現する可聴型シミュレーションシステムを提案し、

その中で本章では、広域防災放送システムの屋外音響伝搬をコンピュータシ

ミュレーションによって把握する手法の概要、その精度を調査するための測

定法の概要、それらを用いたシミュレーションの利用可能性に関する基礎的

な検討の詳細を述べた。 

広域防災放送システムの明瞭性を低下させるマルチパスエコーは、スピー

カシステムからの直接音と伝搬経路が単純な反射音であると想定して、コン

ピュータシミュレーションの手法としては、音響伝搬計算法の中でも最も単

純で、かつ大規模な空間における音響伝搬を解析できる幾何音響シミュレー

ションの虚像法を適用した。その虚像法としては、市販のフトウェアに含ま

れた手法を応用し、音場の媒質、スピーカシステムの指向性、建物などの空

間情報、境界面における吸音率などを概括的にモデル化することでインパル

ス応答を計算した。 

シミュレーションの精度を調査するための測定法としては、室内音響など

の分野で広く利用されている Swept-Sine 法と現場で放送されるアナウンス信

号を活用できるクロススペクトル法を応用した。これらの方法は、既往の文

献に従って従来どおりの技術を用いた。 

幾何音響シミュレーションの利用可能性を基礎的に調査するための検討と

しては、実際の広域防災放送システムを対象として上述の二つの手法による

現場測定を行い、測定によって得られたエコーダイアグラムとシミュレーシ

ョンによって計算した結果を目視によって比較した。その結果、複数のスピ

ーカシステムからの直接音や卓越した反射音については、音圧振幅、遅れ時

間がかなり高い精度で予測できることが確かめられた。 

上述の検討における現場測定によって得られたエコーダイアグラムは、一

日のある特定時間に測定された結果で、時間や日ごとに気象の条件が変化す
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る屋外音場では、それに応じて測定結果も変化することが予想された。この

点について、一つの受音点において数日間の定点観測調査を行った結果、風

が強い日ではスピーカシステムからの直接音や反射音が観測されない場合が

あるが、比較的風が穏やかであれば、日ごとに得られた波形がよく一致する

ことが確かめられた。 

今後の課題としては、幾何音響シミュレーションの手法をさらに高度化し、

気象の条件、地表面条件、回折効果、拡散効果などを詳細に反映できる手法

を開発する必要がある。 
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4 可聴型シミュレーションシステム 

4.1 音場再現手法 

コンピュータの発達に伴い、コンピュータグラフィックスや音響効果などを

組み合わせて、五感の内のいくつかの感覚に働きかけるヴァーチャルリアリテ

ィの技術が開発されてきており、現在では、3次元的に知覚できる一般家庭向け

の製品もいくつか市販化されている。聴覚の分野においても、このような 3 次

元音場再現を追求する研究や開発が進められてきており、空間と時間を越えて

音場をリアルに可聴化できるシステムが発表されている。室内音響の分野にお

けるこのような可聴化に関する研究としては、1934年に行われた Spandock によ

るコンサートホールの模型実験を通して室内の響きを実際に耳で確かめる試み

が先駆けで[35]、これ以降に多くの研究が積み重ねられている。室内音響設計の

分野では、そのような可聴化手法が反射音や残響音の効果を聴感的に調べる検

討ツールとして、あるいは設計指針を得るための基礎的な研究ツールとして利

用されている。 

モノラル収音・再生方式 

可聴化手法の中で最も単純な方法は、無指向性のマイクロホンによって対象

となる音場を録音し、それを一つのスピーカを通して再生するモノラル収音・

再生方式である。この方式では、音の方向情報が再現できないため、上述のヴ

ァーチャルリアリティからはかけ離れているが、単純に“音を聞く”という点では

最も簡単な手法である。また室内音響設計の分野において、これまで考えられ

てきた種々の音響設計の物理量は、この無指向性の原理に基づいていることが

多い。 

バイノーラル収音・再生方式 

人間の両耳効果に重点を置いた収音・再生方式としては、ダミーヘッドや実

際に当人の両耳位置に設置した小型マイクロホンを通して、個人ごとに異なる

頭部伝達関数を含めた収音を行い、その 2 チャンネルの両耳信号を二つのスピ

ーカやヘッドホンから再生するバイノーラル収音・再生方式がある。この中で 2

つのスピーカから再生する方式は、トランスオーラル再生と呼ばれ、1960 年代



第 4 章 可聴型シミュレーションシステム 

63 

 

に Schroederらが提案し、現在でも多くの技術者によって様々な研究が進められ

ている。このバイノーラル収音・再生方式は、いわゆる TRADIS 法（True 

Reproduction of All Directional Information by Stereophony）や OSS 法（Ortho 

Stereophonic System）に分類され、両耳間時間差、両耳間レベル差、スペクトラ

ルキューなどを手がかりに音の到来方向を判断する手法である[36]。この方式は、

音響伝送系の扱いが物理的に明確で、理論的には両耳に所望の音響信号を再現

することが可能である。しかし、音場の再現では、厳密には受聴者ごとの頭部

伝達関数を設定しなければならず、受聴時の姿勢が拘束されること、無響室に

近い音場が必要であることなど音像を定位させるためには制約が多い。またそ

の録音時においても、正確な音像定位のためには、当人の両耳位置における収

音が必要不可欠で、不特定多数の人を被験者にしなければならない聴感実験で

は、現段階ではまだ利用し難い。 

マルチチャンネル収音・再生方式 

バイノーラル収音・再生方式は、基本的に両耳への入力信号を制御する考え

方に基づいているのに対して、多くのスピーカを用いて受聴位置の近傍エリア

に所望の音場を再現する手法として、マルチチャンネル収音・再生方式がある。

この方式では、複数のマイクロホンユニットを立体的に配置した収音システム

を通して対象となる音場を録音し、そのマルチチャンネル信号を受聴者の周囲

を囲むように配置した同数のスピーカシステムから再生することによって、3次

元的に音場を再現する比較的簡便な方法がとられる[37]。この方式によれば、シ

ステムの性質上、受聴者の耳の位置をそれほど厳密に固定する必要はなく、自

然な聴感印象を得られるなどの利点がある。このような収音・再生方式として

は、5.1 チャンネルサラウンド再生システム、NHK 技研が開発した 22.2 マルチ

チャンネル音響方式[38]、YAMAHA 音響研の 12 チャンネルの SFR/SFS (Sound 

Field Reproduction/ Synthesis)[39]などと様々な手法が考案されているが、再生ス

ピーカの必要チャンネル数については検討の余地がある。 

本研究で適用した音場再現手法 

序論において、“広域防災放送システムの明瞭性低下を引き起こすマルチパ

スエコー（複数のスピーカシステムからの直接音や近隣の建物からの反射音）
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はいろいろな方向から到来することが大きな問題である”と述べたとおり、

このような放送システムの明瞭性に関する聴感実験では、音の 3 次元的な空間

情報も再現できる手法を利用する必要がある。また、そのような聴感実験や音

響設計を行った効果は、原則として不特定対数の人を被験者とすべきである。

したがって本研究では、可聴型シミュレーションシステムの音場再現手法とし

てマルチチャンネル収音・再生方式を適用することとした。その中で、筆者ら

の研究グループでは、6チャンネル収音・再生手法について研究を行ってきてお

り[40]、これまでにも多くの聴感実験に用いられている。本研究ではこの技術を

応用し、幾何音響シミュレーションによって計算した音場を実験室内に 3 次元

的に再現した。この幾何音響シミュレーションの 6 チャンネル化の部分につ

いて精度を確かめるために、広域防災放送システムが整備されている地域に

おける 6 チャンネル収音システム（以下、6-ch. Mic.）を用いたクロススペク

トル法による現場測定を行い、その測定データから種々の物理データを計算

し、それらの結果と 6 チャンネル化したシミュレーションの計算結果を比較

した。さらに、実際にいくつかの聴感実験を通して可聴化シミュレーション

システムとしての有効性も検討した。 
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4.1.1 6 チャンネル収音・再生手法 

6 チャンネル収音・再生手法は、1997 年に行われた公共空間の音環境に関す

る研究[41, 42]で初めて利用され、それ以降、コンサートホールの音響設計に関

する研究（ステージ音響・客席の印象評価）[43]、拡声システムの評価に関する

研究（トンネルなど）[44]、車室内の音環境に関する研究[45]などの聴感実験に

利用されている。それらの実験に加えて、これまでにいくつかの物理的な検討

も行われており[40, 46, 47]、現在では 6-ch. Mic.も軽量化され、音場再現までの

手順も単純化されてきている。現在我々が使用している 6-ch. Mic.では、相対す

るマイクロホン間隔を 55 mm としている（図 4.1.1-1（a）参照）。再生システム

の一例として、本学の音響実験スタジオ内に設置された 6 チャンネル再生シス

テムを図 4.1.1-1（b）に示す。この再生システムの中心で再現された音を聞くと、

かなり正確に音の到来方向を知覚することができる。本研究では、これらのシ

ステムを用いた。以下に 6 チャンネル収音・再生手法による音の方向定位性を

調べた過去の研究結果を示す。 

x+

x-
y-

y+

z+

z-      

（a） 6-ch. Mic.     （b） 無響室に構築した再生システム 

図 4.1.1-1 本研究で使用した 6チャンネル収音・再生システム 

6チャンネル収音・再生手法による方向定位実験の過去の研究結果 

本手法の研究開始当初に行われた音源方向の定位性を主観的に検討した実験

では、音源スピーカの方向を水平面内の 30°ごとに変えて測定した 6チャンネル

方向別インパルス応答とピンクノイズの断続音をたたみ込むことによって生成

した試験音が被験者に呈示された。なおこの実験では、音源方向を判断する際

の姿勢条件として、頭部を回してもよい条件と正面を向いたままの条件の 2通

りが試された。 
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13名の男女学生によるすべての回答をまとめた実験結果を図 4.1.1-2 に示す。

横軸は音源の呈示角度、縦軸は被験者が判断した角度であり、円の径は回答数

に比例している。いずれの受聴条件の結果においても、ほとんどの円が 45°線上

にプロットされており、被験者は 6チャンネル再生された音源の到来方向をか

なり正確に判断できていることがわかる。またこれらの結果から、6チャンネル

の手法では姿勢の制約がほとんどないことが確認できる。 
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図 4.1.1-2 方向定位実験の既往の結果 
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4.2 幾何音響シミュレーションの 6 チャンネル化 

前章で述べた幾何音響シミュレーションの手法によって計算した音場を 6 チ

ャンネル再生システムを通して実験室内に再現するためには、6 チャンネル方式

の収音原理に基づいてシミュレーションの無指向性の計算データから上下左右

前後の方向別に振り分けられた 6 チャンネル信号を合成する必要がある。その

合成方法を 6チャンネル収音・再生手法の原理と合わせて以下に示す。 

4.2.1 6 チャンネル収音・再生手法の原理 

図 4.2.1-1において、原点に対する入射平面波をベクトル Pと、x軸と x-y平面

におけるベクトル Pの投影が成す角をと、ベクトル Pと z 軸が成す角をとす

る。 





x

yO

Incidence soundz
P

 

図 4.2.1-1 音の入射条件 

式（4.2.1-1）によって表されるカーディオイド型単一指向特性を持った 6つの

マイクロホンを原点に置き、各マイクロホンの主軸が x、y、z 軸の+/-方向に向

いていると仮定すると、各マイクロホンによって観測される音圧 px+、px-、py+、

py-、pz+、pz-は、3次元極座標における余弦定理から式（4.2.1-2）～（4.2.1-7）に

よって表される。 

2

cos1
)(

Θ
ΘD


       （4.2.1-1） 

ここで、Θはカーディオイド型指向特性の主軸に対する音波の入射角度。 
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00
2

cossin1
pApp xx 


 


    （4.2.1-2） 

00
2

cossin1
pApp xx 


 


    （4.2.1-3） 

00
2

sinsin1
pApp yy 


 


    （4.2.1-4） 

00
2

sinsin1
pApp yy 


 


    （4.2.1-5） 

00
2

cos1
pApp zz 


 


     （4.2.1-6） 

00
2

cos1
pApp zz 


 


     （4.2.1-7） 

ここで、p0は入射平面波の音圧振幅、Ax+、Ax-、Ay+、Ay-、Az+、Az-は x、y、z 軸

の+/-方向における指向特性の重みづけ係数。 

これらの 6 つの音圧信号を図 4.2.1-2 に示すように、無響室で直交に組み合わ

せた 6台のスピーカから再生した場合、再生システムの中心における音圧 pは、

全システムのゲインを簡略化のために 1と仮定することによって式（4.2.1-8）で

表される。 

Multi-channel

digital data

D/A

Amplifier

to 6ch. Loudspeaker

6ch. reproduction system

6-ch. Mic.

Multi-channel

digital data

Mic. Amplifier

6ch. recording system

Incident

sound

Directional characteristic of 

microphone units

(Cardioid-type)

 

図 4.2.1-2 本研究において応用した 6チャンネル収音・再生手法 

03pppppppp zzyyxx      （4.2.1-8） 

すなわち、システムの中心点における音圧は入射角度 θ、φに関係なく、入射音

の音圧に比例する。 
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つぎに、再生システムの中心における x、y、z 方向の粒子速度成分は、各スピ

ーカから受聴位置へ伝わる音波を平面波と仮定すれば、それぞれ式（4.2.1-9）～

（4.2.1-11）のように表すことができる。 

0

cossin
p

cc

pp
u xx

x 


 






     （4.2.1-9） 

0

sinsin
p

cc

pp
u

yy

y 










     （4.2.1-10） 

0

cos
p

cc

pp
u zz

z 


 






     （4.2.1-11） 

ここで、ρは空気の密度、cは音速。 

これらの式は、再生システムの中心において原音場の粒子速度ベクトルが再

現されることを示している。また、現場測定において得られた 6-ch. Mic.の出力

から x、y、z 方向の粒子速度ベクトルが求められ、音圧 pと各軸方向の粒子速度

成分 ux、uy、uzの積として、音の到来方向とその強さを調べられる音響インテン

シティベクトルを計算することもできる[40, 46, 47]。 

上述の原理は、6 のカーディオイド型マイクロホンがすべて原点にあると仮定

しているが、実際のシステムでは各マイクロホンを有限の距離だけ離す必要が

あり、高音域ではその有限差分近似による誤差が避けられない。またこの問題

とは別に、低音域では理想的なカーディオイド特性からのずれによる誤差も生

じる。これらの点について図 4.1.1-1（a）に示した 6-ch. Mic.を用いた実験的検

討の結果、中心周波数 125 Hz～2 kHz の 1 octave bandにおいて、音響インテンシ

ティベクトルはほぼ正確に測定できることが確認されている[47]。 

4.2.2 幾何音響シミュレーションの 6 チャンネル信号の合成 

前章で述べた幾何音響シミュレーションの手法によって計算したデータから

方向別の 6チャンネル信号を合成する方法は以下のとおりである。 

6-ch. Mic.を用いて実音場で録音した音を実験室に再現する場合は、図 4.2.2-1

における System 1 に示すように、単純に収音した音圧信号をチャンネル別に 6

台のスピーカから再生すればよい。一方、シミュレーションの音場再現では、

図 4.2.2-1における System 2 に示すとおり、6チャンネル信号を合成する必要が
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ある。前章の図 3.2.1-4 に示したとおり、本研究で使用した幾何音響ソフトウ

ェアでは、各パルス（スピーカシステムからの直接音と主要な建物からの反

射音）の到来時間、周波数帯域ごとの相対的な音圧（無指向性収音）、水平面

と正中面のそれぞれの到来方向の情報を得ることができる。この到来方向の

情報に基づいて、式（4.2.1-2）~（4.2.1-7）で示した x、y、z 軸の+/-方向におけ

る指向特性の重みづけ係数 Ax+、Ax-、Ay+、Ay-、Az+、Az-を計算し、それらを相

対的なの音圧に重みづけることによって、6 チャンネルの各方向に振り分け

た。それらのインパルス応答に任意のドライソース（広域防災放送アナウン

ス）をたたみ込むことによって、6 チャンネル信号を合成した。 

xLS

xLS

yLS

yLS

zLS

zLS

6-ch. reproduction system

zLS

zLS

yLSyLS
xLS

xLS

System 1: Reproduction of recorded sound

6-ch. Mic.

Propagated

sound

Multi-channel

digital recorder

System 2: Reproduction of synthesized sound

For each discrete impulse obtained by 

computer modeling

Incident direction

ii  ,
Arriving time

i
Amplitude

iP

zA

xA

xA

yA

yA

zA

Weighting of cardioid directional characteristic

by judging incident direction

Convolution

Dry source

ii  ,

 

図 4.2.2-1 シミュレーションの 6チャンネル信号の合成ダイアグラム 

4.2.3 物理データの精度 

6 チャンネル化した幾何音響シミュレーションの精度を確かめるために、

広域防災放送システムが整備されている地域における 6-ch. Mic.を用いたク

ロススペクトル法による現場測定を行った。その測定データから水平面内の

4 チャンネルのエコーダイアグラム、式（4.2.1-8）に従ってシステムの中心に

おける音圧（6 方向の音圧信号の加算）から求めたエコーダイアグラム、音

響インテンシティベクトル（式（4.2.1-9）~（4.2.1-11）に従って計算した粒子

速度成分と音圧の積）を求め、それらの結果と 6 チャンネル化したシミュレ

ーションの計算結果を比較した。 
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対象地域および検討の概要 

対象地域は 3.4.2 節の比較検討において対象とした習志野市湾岸地区で、この

検討では図 4.2.3-1 に示すように、新たに M1~3の 3つの受音点を設定した。M1

からは LS1 のスピーカシステムが、M2 からは LS2~ LS4 が、M3 からは LS1~3

が目視できる。シミュレーションによる計算は前章と同様の方法によって行っ

た。クロススペクトル法の現場測定では、習志野市が 16：45に放送している子

どもの帰宅を促す女声アナウンス（3.4.1 節参照）を各受音点で 6-ch. Mic.を通し

てマルチチャンネルデジタルデータレコーダに録音した。また、各受音点にお

ける絶対音圧を監視するために、騒音計の無指向性マイクロホンを通した録音

も同時に行った。 

本研究におけるシミュレーションの計算では、温度 20 °C、相対湿度 50 %の標

準的な条件で空気の音響吸収減衰を計算しており、気象の影響は考慮していな

い。そこで現場測定は各受音点ごとに約 10日間ずつ、計 3回に分けて実施した。

その結果のうち、本研究では気象庁が掲載する局所気象統計情報[48]を参考に風

が穏やかで温度 20°C、相対湿度 50%に近い気象条件下で測定されたある 1 日の

データを分析に用いた。なお本検討では、受音点から最も近いスピーカシステ

ムの方向に図 4.1.1-1（a）に示した 6-ch. Mic.の x+方向を向けた。 
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0 500 Meters
 

図 4.2.3-1 音源のスピーカシステムと受音点の位置 

 

方向別インパルス応答のエコーダイアグラムの結果と考察 

受音点M1～M3 において、6チャンネル化したシミュレーションと 6-ch. Mic.

を用いた現場測定によって得られた方向別インパルス応答の中から、水平面内

の 4チャンネルのエコーダイアグラムを図 4.2.3-2（M1）、4.2.3-3（M2）、4.2.3-4

（M3）に示す。縦軸は、スピーカシステムとの距離が最も近い受音点 M1 にお

ける x+方向のマイクロホンの音圧を最大として設定した相対音圧レベルを意味

する。各受音点においてシミュレーションと現場測定によって得られたそれぞ

れのマイクロホンの波形を比較すると、3 つの受音点のすべてにわたってマイク

ロホンの方向ごとに変化する波形の特徴が非常によく対応している。 
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（a）x+方向のマイクロホンの波形   （b）x-方向のマイクロホンの波形 
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（c）y+方向のマイクロホンの波形   （b）y-方向のマイクロホンの波形 

図 4.2.3-2 受音点M1における水平面内のエコーダイアグラム 
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（a）x+方向のマイクロホンの波形   （b）x-方向のマイクロホンの波形 
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（c）y+方向のマイクロホンの波形   （b）y-方向のマイクロホンの波形 

図 4.2.3-3 受音点M2における水平面内のエコーダイアグラム 
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（a）x+方向のマイクロホンの波形   （b）x-方向のマイクロホンの波形 
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（c）y+方向のマイクロホンの波形   （b）y-方向のマイクロホンの波形 

図 4.2.3-4 受音点M3における水平面内のエコーダイアグラム 
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方向別インパルス応答を加算した結果と考察 

騒音計のマイクロホンを通して得られた無指向性収音のエコーダイアグラム

を図 4.2.3-5（a）に、6-ch. Mic.を通して測定された音圧信号を式（4.2.1-8）に従

って加算し、その加算した信号を基にエコーダイアグラムを求めた結果を図 

4.2.3-5（b）に示す。二つの方法によって得られた波形は、3 つの受音点すべて

にわたってきわめてよく一致しており、6 チャンネル方式の収音原理では、シス

テムの中心における音圧は音の入射方向に関係なく、入射音の音圧に比例して

いることがわかる。 

幾何音響シミュレーションによって計算された無指向性収音のインパルス応

答のエコーダイアグラムを図 4.2.3-5（c）に示す。この結果を上述の測定結果と

比較すると、すべての受音点で、卓越したパルスの相対的な音圧と遅れ時間が

かなりよく一致している。 
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（a） 騒音計の無指向性マイクロオンを通して測定した結果 
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 （b） 式（4.2.1-8）に従って 6-ch. Mic.を通して測定した方向別の音圧信号を加算した結果 
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（c） 幾何音響シミュレーションによって計算した無指向性収音の結果 

図 4.2.3-5 クロススペクトル法の現場測定と幾何音響シミュレーションによって得られたエコーダイアグラム 



第 4 章 可聴型シミュレーションシステム 

 

78 

 

水平面内における音響インテンシティベクトルのレーダーチャートの計算方法 

6-ch. Mic.を通して得られた結果から音響インテンシティベクトルを計算する

方法は、太田らが詳細に研究しており [46, 47]、本研究ではその方法を応用した。

分析では、図 4.2.3-2～4.2.3-4 で示した 6 チャンネル化したシミュレーションと

現場測定の水平面内における 4 チャンネルのデータを用いて音響インテンシテ

ィベクトルを計算し、それらの結果からレーダーチャートを求めた。以下に水

平面内（x-y平面）のレーダーチャートの計算方法を述べる。 

単位面積 1m
2の仮想断面を考え、その面内に音圧 p(t)が作用した結果、その面

が粒子速度 u(t)、で運動したとすれば、微小時間 dtの間に力 p×1がなすエネル

ギ（瞬時音響インテンシティ）は、 

dttutpdE )()(        （4.2.3-1） 

であるから、その時間平均をとって音の強さ(I)とすると次式となる。 

)()()()(
1

0
tutpdttutp

T
I

T

      （4.2.3-2） 

6-ch. Mic.の水平面内のシステムを考える場合、式（4.2.3-1）の p(t)は、前述し

た式（4.2.1-8）の x、y 軸上の 4 つのマイクロホンで観測された音圧の総和とし

て求めることができ、以下となる。 

02pppppp yyxx       （4.2.3-3） 

また、式（4.2.3-1）の u(t)は、前述した式（4.2.1-9）と式（4.2.1-10）から ux(t)、

uy(t)として求めることができる。したがって、求めるべき音響インテンシティは

最終的に以下となる。 

)()()()(
1

0
tutpdttutp

T
I x

T

xx       （4.2.3-4） 

)()()()(
1

0
tutpdttutp

T
I y

T

yy       （4.2.3-5） 

太田らの文献によれば、レーダーチャートを見やすくするためには、上述し

た式の平均化時間 T の設定が重要で、この目安としては、対象とする周波数の

1/10～1/20 程度の波長と対応する時間幅に設定すべきであると述べられている。

本研究における結果の分析は、中心周波数 500 Hz、1 kHz、2 kHz の 3つの 1 octave 
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band を合わせた帯域に限定しているため、この平均化時間としては T=5 msec.

（3.4 kHz 程度）とした。 

水平面内の音の到来方向 θとその大きさ Ixyは、上述した x、y軸上の平均化音

響インテンシティ Ix、Iyから以下で求めることができる。 

)(tan 1

x

y

I

I
        （4.2.3-6） 

22

yxxy III        （4.2.3-7） 

音響インテンシティベクトルのレーダーチャートの結果と考察 

6-ch. Mic.を通して測定したデータから計算した音響インテンシティベクトル

の水平面内のレーダーチャートを図 4.2.3-6（a）、6 チャンネル化したシミュレ

ーションの計算結果を図 4.2.3-6（b）に示す。これらの結果を比較すると、3つ

の受音点のすべてにわたって、受音点から最も近いスピーカシステムからの直

接音（各図の 0°方向）とそれに続く離散的な音（他のスピーカからの直接音と

卓越した反射音）の到来方向と相互の相対的な音の強さの関係がきわめてよく

一致している。 
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（a） 6-ch. Mic.を通して測定したデータから計算した結果 
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（b）6 チャンネル化したシミュレーションの方向別インパルス応答から計算した結果 

図 4.2.3-6 水平面における音響インテンシティベクトルのレーダーチャート 
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4.3 可聴型シミュレーションシステムの有効性に関する検討 

本章では、6 チャンネル化したシミュレーションによって計算した音場を 6

チャンネル再生システムを通して実験室内に再現する可聴型シミュレーショ

ンシステムの有効性を調べるために、以下に述べる 2 段階の聴感実験を行っ

た。 

一つ目は基礎的実験として、直接音に続いて時間遅れを持った単独の反射

音が到来する最も単純な条件における反射音の方向定位性について、本シミ

ュレーションシステムによる実験を行った。 

二つ目は、6-ch. Mic.を通して実際に録音したアナウンスと本シミュレーシ

ョンシステムで合成したアナウンスの聞き取りにくさに関する比較実験を行

った。 

4.3.1 音像の定位性 

検討の概要 

幾何音響シミュレーションによって計算した条件を図 4.3.1-1 に示す。この計

算では、反射面から 100 m 離れた点を中心とする直径 80 m の水平の円周上に仮

想的な音源と受音点を配置し、それらの相対的位置関係を保ったまま回転させ、

受音点に入射する直接音の経路と反射音の経路が成す角を 0°～330°の範囲で

30°ごとに変化させた。これら 12条件について式（4.2.1-2）～（4.2.1-7）に従っ

て 6 チャンネルのインパルス応答を計算した。これらのインパルス応答にたた

み込むためのドライソースとしては、実際に広域防災放送システムからのアナ

ウンスを聞いている状況を想定するために、避難誘導を伝える女声アナウンス

（継続時間：約 20 s、モーラ数：約 3.55モーラ/s）を音声合成ソフト“Voice Text 

Japanese Editor”を用いて作成した。 
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図 4.3.1-1  音源、受音点、反射面の位置 

図 4.3.1-2に実験風景のイメージ図を示す。聴感実験では、直接音が到来する

方向を固定し、その方向に正対するように被験者を座らせ、室内に 30°刻みに貼

られた A～Lのパネルを目印に、直接音に続いて到来する反射音の方向をパネル

の中から判断させた。被験者は本学の学生 11名で、それぞれの試験音は各被験

者に対してランダムな順序で 2 回呈示した。判断の間、反射音の方向を検出さ

せるために、被験者には頭部を回してもよいと指示した。 

 

図 4.3.1-2 実験風景のイメージ図 
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実験結果と考察 

すべての被験者の回答を集計した実験結果を図 4.3.1-3に示す。横軸はシミュ

レートした反射音の角度、縦軸は被験者が判断した角度で、円の径が回答数に

比例している。 

この結果では、誤判定がほとんどなく、ほぼすべての円が 45°線上にプロット

されており、被験者は本可聴型シミュレーションシステムによって再現した音

場における反射音の到来方向をきわめて正確に判断していることが分かる。 
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図 4.3.1-3 方向定位実験結果 

4.3.2 聞き取りにくさの主観評価 

主観評価実験の概要 

この主観評価実験では、4.2.3 節で述べた物理データの精度に関する検討で設

定した 3 つの受音点における広域防災放送アナウンスを対象とした。試験音と

しては、実際に 6-ch. Mic.を通して 3つの受音点で録音したアナウンスと、本シ

ミュレーションシステムによって合成したアナウンスを用いた。後者としては、

前述の方法で方向別インパルス応答を計算し、それらの信号に広帯域無線受信

機によってモニターしたアナウンスのドライソースをたたみ込むことによって

6 チャンネル信号を合成した。物理データの精度に関する 4.2.3 節の図 4.2.3-5
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に示したように、今回設定した 3 つの受音点で実際に録音したアナウンス信号

からは、スピーカシステムからの直接音や主要な建物からの反射音が現場の暗

騒音に埋もれることなく検出されていた。そこでこの検討では、シミュレーシ

ョンによる合成音には暗騒音を付加しなかった。 

実際に録音したアナウンス、合成したアナウンスともに、実音場における音

圧レベルと等しくなるように再生システムの受聴位置における音量を調節した。

このような再生の条件で、被験者には表 4.3.2-1 に示す 6 段階のカテゴリの中か

らそれぞれのアナウンスの聞き取りにくさを判断された。実験では、各試験音

はランダムな順序で 2 回呈示し、この実験でも被験者には試験音を聞いている

間、頭部を回してもよいと指示した。被験者は 9 名の学生である。なお、実際

に録音したアナウンスを試験音とした実験と合成したアナウンスを試験音とし

た実験は、十分な時間をあけて別々に行った。 

表 4.3.2-1 聞き取りにくさに関する 6段階のカテゴリ 

 6段階のカテゴリ 

6 

5 

4 

3 

2 

1 

まったく聞き取れない 

非常に聞き取りにくい 

だいぶ聞き取りにくい 

多少聞き取りにくい 

それほど聞き取りにくくない 

まったく聞き取りにくくない 

 

実験結果と考察 

実際に録音したアナウンスを試験音とした実験結果を図 4.3.2-1（a）に、合成

したアナウンスを試験音とした実験結果を図 4.3.2-1（b）に示す。これらの聴感

実験は評定尺度によって行ったが、実験結果は Fields らによる文献[49]に従って

等間隔性を仮定して整理した。これらの結果で、横軸は受音点、縦軸のプロッ

トはすべての被験者によって判断された聞き取りにくさに関するスコアの算術

平均値、バーは標準偏差を示す。 

二つの結果を比較すると、M1の試験音よりもM2の試験音は聞き取りにくく、

M2よりもM3は若干聞き取りやすいという受音点の違いによる聞き取りにくさ
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に関するスコアの平均値の違いがよく似た結果となっている。 

マルチパスエコーに関する一検討 

以上の実験の中で、“最も聞き取りにくいと感じた試験音（受音点 M2）では、

遅れて到来する音（図 4.2.3-5 の直接音から 2.2 s の遅れ時間を持つ LS4 のスピ

ーカシステムからの音）によってアナウンスが聞き取りにくくなっている”との

内観報告が数名の被験者からあった。そこで、合成した試験音から対象となる

音を除去し、追加実験を行った。その実験結果を図 4.3.2-1（b）に 印で示すが、

元の条件に比べて聞き取りにくさのスコアが 1段階下がっており、Tukey検定を

行った結果、これらの平均値の間には p<0.01 の優位な差が認められた。 
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（a） 実際に録音したアナウンスを   （b） 合成したアナウンスを 

試験音とした結果          試験音とした結果 

図 4.3.2-1 広域防災放送アナウンスの聞き取りにくさに関する実験結果 
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4.4 まとめ 

考案した可聴型シミュレーションシステムについて、前章では広域防災放

送システムの屋外音響伝搬を把握する幾何音響シミュレーションの手法を述

べた。本章では、そのシミュレーションによって計算した音場を実験室内に

再現する手法の概要、その音場再現手法と幾何音響シミュレーションを組み

合わせる方法、その組み合わせた手法の精度を確かめるための物理的な検討

の詳細、さらには組み合わせた手法の可聴型シミュレーションシステムとし

ての有効性を検討するために行ったいくつかの聴感実験の詳細を述べた。 

広域防災放送システムの明瞭性低下を引き起こすマルチパスエコーは、受

音点に到来する方向も様々で、このようなシステムの明瞭性に関する聴感実

験では、音の 3 次元的な空間情報も再現できる手法を利用する必要がある。

また、そのような実験や音響設計を行った効果は、原則として不特定多数の

人を被験者とすべきである。この目的に対して本研究では、可聴型シミュレ

ーションシステムの音場再現手法として、マルチチャンネル方式の一つであ

る比較的簡便な 6 チャンネル収音・再生手法を応用した。 

6-ch. Mic.を用いて実音場で録音した音を実験室に再現する場合は、単に収

音した音圧信号をチャンネル別に 6 台のスピーカから再生すればよいが、シ

ミュレーションの音場再現では、6 チャンネル信号を合成する必要があった。

その方法としては、幾何音響シミュレーションによって得られた各インパル

スの入射方向情報を基に 6-ch. Mic.を構成するマイクロホンのカーディオイ

ド型単一指向特性の指向係数を計算し、その係数を相対的な音圧に重みづけ

ることによって 6 方向に振り分ける新たな方法を適用した。 

6 チャンネル化したシミュレーションの精度を確かめるための物理的な検

討では、広域防災放送システムが整備されている地域における 6-ch. Mic.を用

いた現場測定とシミュレーションによる計算を行い、それらのデータから求

めた水平面内の 4 チャンネルのエコーダイアグラム、システムの中心におけ

る音圧（6 方向すべての音圧信号の加算）、音響インテンシティベクトルの対

応を調べた。その結果、複数のスピーカシステムからの直接音や卓越した反
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射音については、音圧振幅と遅れ時間に加えて、音の到来方向もきわめて高

い精度で予測できることが確かめられた。 

6 チャンネル化したシミュレーションの可聴型シミュレーションシステム

としての有効性を検討するために、2 段階の聴感実験を行った。 

一つ目は基礎的実験として、直接音に続いて時間遅れを持った単独の反射

音が到来する最も単純な条件における反射音の方向定位性について、本シミ

ュレーションシステムによる実験を行った。その結果、誤判定はほとんどな

く、被験者は本可聴型シミュレーションシステムによって再現した音場におけ

る反射音の到来方向をきわめて正確に判断していることが分かった。 

二つ目の聴感実験は、6-ch. Mic.を通して実際に録音したアナウンスと本可

聴型シミュレーションシステムで合成したアナウンスの聞き取りにくさに関

する比較実験を行った。その結果、受音点の違いによる聞き取りにくさに関す

るスコアの平均値の違いがよく似た結果が得られていた。 

上述した物理的な検討と二つの聴感実験の結果から、広域防災放送システム

の音響伝搬の予測と実験室における音場再現に対する本可聴型シミュレーショ

ンシステムの精度とその有効性が確かめられた。 
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5 広域防災放送システムの音響設計に関する試み 

前章までは、広域防災放送システムの音響設計やその設計指針を検討する

ための聴感実験を行う手法として、考案した可聴型シミュレーションシステ

ム（幾何音響シミュレーションによって計算した音場を 6 チャンネル再生シ

ステムを通して実験室内に 3 次元的に再現するシステム）に関する種々の検

討を行い、その精度と有効性を確かめた。そこで、実際に広域防災放送シス

テムの音響設計に対する本シミュレーションシステムの有効性を調べるため

に、本章では既存の広域防災放送システムを対象とした音響設計に関するケ

ーススタディを行った。 

5.1 明瞭性改善のケーススタディ 

ケーススタディの概要 

対象地域の地図に音源のスピーカシステムと受音点の位置を記して図 

5.1-1 に示す。このケーススタディは、これまで二度対象とした 4 つのスピー

カシステムが設置されている習志野市湾岸地区において行った。その音響設

計では、可能な限り既存のシステムを活かすこととし、スピーカシステムの

位置は変更せずに、スピーカシステムを構成するホーン型スピーカの数とそ

の方向を考慮することによってアナウンスの聞き取りにくさが改善できる可

能性に着目した。 

この地域に設置されている既存のスピーカシステムは、複数台のホーン型

スピーカで構成されており、LS1～LS3 は 4 台のスピーカを直交に組み合わ

せた無指向性とまでは言えないまでも全方向性、LS4 はそのスピーカシステ

ムの近隣に在来線の高架橋があるため、3 台のスピーカを主に海岸方向に向

けた方向性としている。 

図 5.1-2 に改善案のスピーカシステムの向きや構成を記した地図を示す。

上述の既存の条件に対して改善案では、一つのスピーカシステムを構成する

ホーン型スピーカの数を二台とし、それらの成す角を 90°にすることである

程度の方向性を持たせた。この場合、既存の条件に対して一つのスピーカシ

ステムでカバーできるエリアは狭まるが、複数のスピーカシステムからの直
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接音が重畳するエリアでは、その影響をある程度回避することができ、さら

に、建物の方向にスピーカシステムの指向性の主軸を向けないことで反射音

の影響を低減できる可能性がある。図 5.1-3 に既存の全方向性を持たせたス

ピーカシステムに対する方向性のスピーカシステムのイメージ図を示す。検

討では、二つのスピーカの間の中心軸を LS1～LS3 は海岸線に沿った西北西

方向に、LS4 はスピーカシステムの近隣の駅がある北西方向に向け、その改

善効果を地域内に分散的に配置した 9 つの受音点（M1～M9）で調べた。 
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図 5.1-1 既存のスピーカシステムの位置とシステムを構成するホーン型ス

ピーカの数とその向き 
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図 5.1-2 改善案のスピーカシステムの位置とシステムを構成するホーン型

スピーカの数とその向き 

      

（a）全方向性       （b）方向性 

図 5.1-3 全方向性のスピーカシステムに対する改善案の方向性スピーカシ

ステムのイメージ 
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無指向性のインパルス応答の計算結果と考察 

9 つの受音点において得られた二つの条件のエコーダイアグラムを図 

5.1-4 に示す。上段が既存の条件の結果、下段が改善案の結果で、縦軸はスピ

ーカシステムから最も近い受音点 M6 の既存の条件における音圧を最大とし

て設定した相対音圧レベルである。各受音点における対策前後の波形を比較す

ると、受音点から最も近いスピーカシステムより西側に位置する受音点M1、

M3、M4、M6、M9 などの点では、最初に到来する音のエネルギがあまり変

化していないのに対して、それ以外の音（他のエリアをカバーするスピーカ

システムからの直接音や主要な建物からの反射音）のエネルギがかなり低減

している。一方、受音点から最も近いスピーカシステムより東側に位置する

受音点 M2、M5、M7、M8 などの点では、最初に到来する音のエネルギ、そ

れ以外の音のエネルギともに低減している。 
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（a）受音点 M1            （b）受音点 M2 

図 5.1-4 既存の条件と改善案のエコーダイアグラム 
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（c）受音点 M3            （d）受音点 M4 
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（e）受音点 M5            （f）受音点 M6 

図 5.1-4 既存の条件と改善案のエコーダイアグラム 
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（g）受音点 M7            （h）受音点 M8 
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（i）受音点 M9 

図 5.1-4 既存の条件と改善案のエコーダイアグラム 

主観評価実験 

改善案による効果を聴感判断によっても確かめるために、9 つの受音点に

おいて得られた無指向性のインパルス応答から前章の方法によって 6 チャン

ネルの方向別インパルス応答を計算し、それらの信号を基に合成したアナウ

ンスの試験音を用いて聞き取りにくさに関する主観評価実験を行った。方向

別インパルス応答にたたみ込むためのドライソースとしては、音声合成ソフ
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ト“Voice text Japanese editor”を使用して震災の発生を伝える男声アナウンス

信号（継続時間：約 19.3 s、モーラ数：3.06 モーラ/s）を作成した。 

被験者には、既存の条件と改善案の試験音をランダムな順序で 2 回呈示し、

そのアナウンスの聞き取りにくさを前章で行った聴感実験と同様に 6 段階の

カテゴリ（表 4.3.2-1）の中から判断させた。被験者は 11 名の学生である。 

聴感実験の結果 

実験結果を図 5.1-5 に示す。青が既存の条件の試験音を用いた結果、赤が

改善案の試験音を用いた結果である。二つの結果を比較すると、受音点 M1、

M3、M4、M9 などの点では、聞き取りにくさのスコアの平均値が約 1 段階改

善しており、Tukey 検定を行った結果、これらの平均値の間には p<0.01 の優位

な差が認められた。他の受音点の結果としては、既存の条件と同程度で、聞

き取りにくさのスコアが顕著に低下する点は見られない。 

各受音点におけるエコーダイアグラムと聴感実験の結果から、スピーカシ

ステムを構成するスピーカの数とその方向を考慮することによってアナウン

スの明瞭性をある程度改善できる可能性が示唆された。このように本可聴型

シミュレーションシステムは、広域防災放送システムの音響設計やその設計

指針を検討するための聴感実験に対して有効的に利用できることが確かめら

れた。 
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図 5.1-5 主観評価実験結果 
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5.2 まとめ 

本論文では、広域防災放送システムの音響設計や設計指針を検討するため

の聴感実験を行う手法として、幾何音響シミュレーションによって計算した

音場を実験室内に 3 次元的に再現する可聴型シミュレーションシステムを提

案し、これまでの章では、そのシステムの精度と有効性を確かめた。そこで、

実際に広域防災放送システムの音響設計に対する本可聴型シミュレーション

システムの有効性を調べるために、本章では既存の広域防災放送システムを

対象とした音響設計に関するケーススタディを行った。その音響設計では、

スピーカシステムを構成するホーン型スピーカの数とその方向を考慮するこ

とによってアナウンスの聞き取りにくさが改善できる可能性に着目した。 

検討では、地域内の複数箇所に分散的に配置した複数の受音点におけるイ

ンパルス応答を前章までのシミュレーションの手法によって計算し、対策前

後の無指向性のインパルス応答の比較、さらには方向別インパルス応答を基

に合成したアナウンスの試験音を用いた聞き取りにくさに関する聴感実験に

よる比較を行った。結果として、約半数の受音点のインパルス応答では、最

初に到来する音のエネルギに対してそれ以外の音のエネルギが低減しており、

それらの点における聴感印象は、既存の条件における聞き取りにくさのスコ

アの平均値に比べ、改善案の条件が約 1 段階改善していた。その他の受音点

では、インパルス応答からは一見して改善効果を確認できなかったが、その

ような点における聴感印象は、既存の条件と同程度で、聞き取りにくさのス

コアが顕著に低下する点は見られなかった。これらの結果から、スピーカシ

ステムを構成するホーン型スピーカの数とその方向を考慮することによって

アナウンスの明瞭性をある程度改善できる可能性が示唆された。またこの結

論とは別に、本可聴型シミュレーションシステムが広域防災放送システムの

音響設計やその設計指針を検討するための聴感実験に対して有効的に利用で

きることも確かめられた。 
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6 総括 

本論文の総括 

本論文では、広域防災放送システムの音響設計やその設計指針を検討する

ための聴感実験を行う手法として、コンピュータシミュレーションによって

計算した音場を実験室内に 3次元的に再現する可聴型シミュレーションシス

テムを考案し、その有効性を検討した。 

地域における重要な音声情報伝達手段である広域防災放送システムでは、

災害の状況や避難誘導などを伝えるアナウンスが地域内に配置された複数の

スピーカシステムから一斉に放送されているが、この時に種々の音響的な要

因の影響を受けている。その中で、複数のスピーカシステムからの直接音や

建物からの卓越した反射音は長い遅れ時間を持ったマルチパスエコーとなり、

アナウンスの明瞭性を低下させている。このシステムによる効果をいっそう

高めるためには、スピーカシステムの指向性や配置計画に関する工夫、電気

音響システムの性能向上、さらには音声合成技術（TTS）の利用などによっ

て、アナウンスの明瞭性を確保する必要があるが、現在、この放送システム

の設計は無線通信システムの一部として取り扱われているために、音響的な

設計指針の検討が不十分となっている。 

このような広域防災放送システムの音響設計や明瞭性に関する聴感評価を

行う際には、音の方向情報も含めて可聴化できるシミュレーション手法が有

効と考えられる。その一つの試みとして、本論文では幾何音響シミュレーシ

ョンとマルチチャンネル音場再現手法を併用する方法を提案し、その基礎的

な検討を行った。また、この方法の応用として、実際の広域防災放送システ

ムを対象とした現場測定の結果とシミュレーションの結果の対応を調べた。

その結果、複数のスピーカシステムからの直接音や主要な建物からの卓越し

た反射音については、音圧振幅、遅れ時間、音の到来方向などについてかな

り高い精度で予測できることが確かめられた。これらの結果について、アナ

ウンスの聞き取りにくさを 6チャンネル再生による聴感実験によって調べた

結果、実際に録音した音とシミュレーションによって合成した音の間によい
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対応が見られた。さらに、この可聴型シミュレーションシステムを実際の広

域防災放送システムを対象としたアナウンスの明瞭性改善に関するケースス

タディに応用し、放送システムの音響設計やその効果を検討する聴感実験に

対する有効性を確かめた。 

本論文の概要 

以下に本論文の概要示す。 

第 1章では、広域防災放送システムの概要と可聴型シミュレーションシス

テムの必要性を述べた。 

第 2章では、広域防災放送システムに関する既発表の論文から、本論文と

関連性のある研究を紹介した。 

第 3章では、広域防災放送システムの屋外音響伝搬をコンピュータシミュ

レーションによって把握する手法の概要、その精度を調査するための測定法

の概要、およびそれらを用いたシミュレーションの利用可能性に関する基礎

的な検討の詳細を述べた。まずコンピュータシミュレーションの手法として

は、音響伝搬計算法の中でも最も単純な幾何音響シミュレーションに基づく

虚像法を適用した。その具体的な方法としては、ひとまず市販のソフトウェ

アに含まれた手法を応用し、音場の媒質、スピーカシステムの指向性、建物

などの空間情報、境界面における吸音率などを概括的にモデル化することで

インパルス応答を計算した。このシミュレーションの精度を調査するための

測定の方法としては、室内音響などの分野で広く利用されている Swept-Sine

法と、放送アナウンスの音源信号と観測信号から相互相関関数を周波数領域

で計算するクロススペクトル法を応用した。つぎに、幾何音響シミュレーシ

ョンの利用可能性を基礎的に調査するための検討としては、実際の広域防災

放送システムを対象として上述の二つの手法による現場測定を行い、測定に

よって得られたエコーダイアグラムとコンピュータシミュレーションによっ

て計算した結果を比較した。その結果、複数のスピーカシステムからの直接

音や卓越した反射音については、音圧振幅、遅れ時間がかなり高い精度で予

測できることが確かめられた。さらに、時間や日ごとに気象の条件が変化す

る屋外音場では、それに応じて測定結果も変化することが予想されたため、
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数日間にわたって定点観測調査を行った。その結果、風が強い日にはスピー

カシステムからの直接音や反射音が観測されない場合があるが、比較的風が

穏やかであれば、安定した測定結果が得られることが確認できた。 

第 4章では、音場を実験室内に再現する手法の概要、シミュレーションと

音場再現手法を組み合わせる方法、組み合わせた可聴型シミュレーションシ

ステムを適用したいくつかの検討の詳細を述べた。まず本研究における音場

再現手法としては、音の 3次元的な空間情報も再現できるマルチチャンネル

方式の一つである 6チャンネル収音・再生手法を応用した。この手法の再生

システムを利用するためには、シミュレーションによって計算した結果に基

づいて 6チャンネル信号を得る必要がある。その方法としては、幾何音響シ

ミュレーションによって得られた各パルスの入射方向情報を基に 6チャンネ

ル収音システムを構成するマイクロホンのカーディオイド型単一指向特性の

指向係数を計算し、その係数を方向別に無指向性収音の音圧に重みづけるこ

とによって 6方向に振り分ける新たな方法を考案した。この手法を実際に適

用して、広域防災放送システムが整備されている地域における 6チャンネル

収音システムを用いた現場測定とシミュレーションによる計算を行い、それ

らのデータから求めた水平面内の 4チャンネルのエコーダイアグラム、シス

テムの中心における音圧（6方向すべての音圧信号の加算）、音響インテンシ

ティベクトルの対応を調べた。その結果、複数のスピーカシステムからの直

接音や卓越した反射音については、音圧振幅と遅れ時間に加えて音の到来方

向もきわめて高い精度で予測できることが確かめられた。さらに、本学に設

置されている 6チャンネル再生システムを用いて二段階の聴感実験を行い、

この手法の有効性を検討した。まず基礎的実験として、直接音に続いて時間

遅れを持った単独の反射音が到来する最も単純な条件における反射音の方向

定位性について実験を行った。その結果、被験者は本可聴型シミュレーション

システムによって再現された音場において、反射音の到来方向をきわめて正確

に判断していることが分かった。二つ目の聴感実験としては、6チャンネル収

音システムを通して実際に録音したアナウンスとシミュレーションで合成し

たアナウンスの聞き取りにくさに関する比較実験を行った。その結果、受音
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点の違いによる聞き取りにくさに関するスコアの平均値の違いがよく似た結果

が得られた。これらの検討結果から、広域防災放送システムの音響伝搬を実験

室内に 3 次元的に再現する上で、本可聴型シミュレーションシステムが有効で

あることが確かめられた。 

この可聴型シミュレーションシステムの広域防災放送システムの音響設計に

おける有効性を調べるために、第 5章では、実際の広域防災放送システムを対

象とした音響設計に関するケーススタディの結果について述べた。その内容

としては、スピーカシステムを構成するホーン型スピーカの数とその方向を

考慮することによってアナウンスの聞き取りにくさが改善できる可能性を調

べた。この検討では、音響設計による対策前後の無指向性のインパルス応答

の比較、さらには方向別インパルス応答を基に合成したアナウンスの試験音

を用いた聞き取りにくさに関する聴感実験を行った。その結果、設定した受

音点における約半数の点で最初に到来する音のエネルギに対してそれ以外の

エネルギが低減しており、それらの点における聴感実験の結果は、既存の条

件における聞き取りにくさのスコアの平均値に比べ、改善案の条件が約 1段

階改善していた。この結果から、スピーカシステムを構成するホーン型スピ

ーカの数とその方向を考慮することによってアナウンスの明瞭性をある程度

改善できる可能性が示唆された。このことから、本論文で提案する可聴型シ

ミュレーションシステムが広域防災放送システムの音響設計やその設計指針

を検討するための聴感実験に対して有効的に利用できることが確かめられた。 

今後の展望 

本論文では、可聴型シミュレーションシステムの有効性を検討したが、適

用した幾何音響シミュレーションや本手法による聴感実験についてはいくつ

かの課題が残された。 

本研究で適用した幾何音響シミュレーションによる計算では、空間を均質

な音場と仮定したが、実際の屋外空間は時間や日ごとに気象の条件が変化す

る時変性を持ち、数日間にわたって行った定点観測調査の結果からもその影

響は無視できない重要な問題であることが確認された。したがって、今後さ

らにシミュレーションの精度を高めるために、気象の条件、地表面条件、回
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折効果、拡散効果などを計算に考慮する必要がある。また本研究では、建物

などの空間のモデル化を入手した地図とレーザー距離計を用いた簡易計測に

よる実測値を基に近似的に行ったが、数十 km 単位の広域な市町村全体を計

算の対象地域とするためには、より効率的なモデル化手法を検討する必要が

ある。 

本論文におけるシミュレーションで合成したアナウンスを用いた聴感実験

では、選定した受音点に到来したアナウンス音と現場の暗騒音の SN 比が確

保されていたため、合成したアナウンスに対する暗騒音の付加は行わなかっ

たが、実際には暗騒音による妨害効果が無視できない状況も多々あると思わ

れる。また、実際に災害が発生した場合には、地鳴り、家屋などの倒壊音、

津波や土砂が押し寄せる音などによってもアナウンスの明瞭性が低下するこ

とが懸念される。この問題については、今後、屋外における背景騒音を構成

する主要な暗騒音成分の調査（暗騒音の種類、周波数特性、絶対音圧レベル

など）を行い、その調査結果に基づいて作成した背景騒音モデルを本可聴型

シミュレーションシステムの合成したアナウンスに付加し、その暗騒音レベ

ルに対する適切なアナウンスの再生音量を検討する必要がある。また本論文

における聴感実験では、正常な聴力を有する学生を被験者として選定したが、

実際に広域防災放送システムのアナウンスを聞く地域住民は、年齢、聴力特

性などが様々である。したがって、広域防災放送システムの設計指針を検討

するための聴感実験では、さらに幅広い年齢層の被験者を対象とする必要が

ある。 
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付録 

クロススペクトル法に用いる信号に関する基礎的検討 

本論文のクロススペクトル法による現場測定法では、音声アナウンスの音

源信号とその観測信号の相互相関関数に基づいてインパルス応答を推定し、

その結果と幾何音響シミュレーションによって計算した結果はかなりよく一

致していた。しかし、地域によっては広域防災放送システムからアナウンス

が放送されず、人工的に作成されたチャイム、メロディ信号、あるいは音楽

信号のみが放送される場合もある。本章では、音声アナウンス以外の信号に

よるインパルス応答を推定できる可能性を基礎的に検討した。 

検討の概要 

この検討は、3.4.1 節で示した高層の建物が建ち並ぶ習志野市の津田沼駅周辺

地区において行い、無指向性のマイクロホンを図 3.4.1-1に示した受音点 M1に

設置した。この地域では、16：45 に放送される子供の帰宅を促すアナウンスに

加えて 17：00に時報として音楽信号が放送されている。また、16：45のアナウ

ンスが放送される前には、人工的に作成されたメロディ信号も放送されている。

検討では、この 3 種類の信号を対象とした。測定の方法やクロススペクトル法

の分析方法は本論のとおりである。 

分析に使用した音源信号の概要 

インパルス応答の推定に使用した 3 種類の音源信号の時間波形を図 A-1 に示

す。時間波形の縦軸は相対的な音圧の振幅であるが、信号ごとの音圧振幅、継

続時間長さはまちまちである。それらの信号全体の周波数特性を図 A-2に示す。

人工的に作成されたメロディ信号の結果に現れているピークの部分は音源に含

まれる周波数成分であるが、この音源では純音成分が非常に強く、またその周

波数特性もかなり限定されている。アナウンス信号では、アナウンサの音声特

性を持ち、フラットではないが様々な周波数成分を含んでいる。音楽信号にお

いても純音成分が強いが、人工的に作成されたメロディ信号に比べれば、含ま

れている周波数成分はやや多い。 
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Music signal

(Duration time: 41.0 s)

Broadcasted at 17:00

 

Artificial melody signal

(Duration time: 21.0 s)

Female announcement signal

(Duration time: 27.7 s)

Broadcasted at 16:45

 

図 A-1 各信号の継続時間と音圧波形 

 500 1k 2k 4k
Frequency [Hz]

10dB

R
el

at
iv

e 
S

.P
.L

. 
[d

B
]

Artificial melody signal

500 1k 2k 4k
Frequency [Hz]

10dB

R
el

at
iv

e 
S

.P
.L

. 
[d

B
]

Female announcement signal

 

500 1k 2k 4k
Frequency [Hz]

10dB

R
el

at
iv

e 
S

.P
.L

. 
[d

B
]

Music signal

 

図 A-2 各信号の周波数特性 
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エコーダイアグラムの結果と考察 

図 A-3に 3種類の信号から求めたエコーダイアグラムを示す。上段が人工的

に作成されたメロディ信号の結果、中段がアナウンス信号の結果、下段が音楽

信号の結果で、縦軸は相対的な音圧レベルである。三つの波形を比較すると、

いずれの波形からも 600 msec.までに卓越したパルスが現れており、それらの相

対的な音圧と遅れ時間はかなりよく一致している。しかし、人工的に作成され

たメロディ信号の結果に着目すると、900 msec.以降に他の波形では見られない

卓越したパルスが現れている。この信号では、約 900 msec.ごとに伴奏が繰り返

されており、波形に現れたパルスはその信号の自己相関成分が検出されたもの

と推測される。このように信号自体に周期性がある場合は、スピーカシステム

からの直接音や優勢な反射音以外にも卓越したパルスが検出されることがある

が、周期性がない信号であればインパルス応答が推定できることが確かめられ

た。 
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図 A-3 各信号から得られたエコーダイアグラム 
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